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ⅠⅠ．．事事業業のの目目的的  

東京電力福島第一原子力発電所事故による放射性物質の拡散は、農林水産物への汚染を

引き起こし、現在も東日本地域におけるきのこや山菜等の特用林産物の生産にも大きな影

響を及ぼしています。きのこ等の特用林産物の出荷に係る放射性物質濃度については、一

般食品の基準値 100Bq/kg が適用され、令和 7 年３月末現在で未だ 22 品目 14 県 196

市町村に出荷制限が指示されています。 

このうち、原木しいたけに関しては、基準値以内のきのこを生産するため、平成 23 年

～平成 24 年にかけて原木から子実体へ放射性物資が移行する比率（以下「移行係数」と

いう。）を調査・検証し、幾何平均 0.429、幾何標準偏差 2.489 から、移行係数の分布

の 90%が含まれる上限値を 1.922 と算出しました。 

これにより、平成 24 年に「きのこ原木、ほだ木の当面の指標値」（以下「指標値」と

いう。）を 50Bq/kg と設定。以後、林野庁では指標値を超えるきのこ原木の生産・流通

が行われないよう関係者へ要請を行ってきました。 

事故から 10 年以上経過する中で、放射性物質の汚染影響を直接受けた森林や立木内部

の放射性セシウムの分布が変化しており、指標値以内のほだ木を使用しても発生した子実

体が一般食品の基準値を超える例も生じたことから、実態として、多くの生産者は指標値

よりもかなり低い値の原木を使用しています。 

このような実態を踏まえ、林野庁では、原木の採取時及び子実体の発生時における放射

性物質等を測定し結果等を分析するとともに、移行係数に影響を及ぼすと想定される原木

採取地、子実体生産地、種菌の品種などの様々な要因の分析結果等も踏まえ、移行係数の

再評価を実施することを目的としています。 

また、グローバルフォールアウト（以下「GFO」という。）に由来する放射性物質の移

行係数を検証し、今回再評価する移行係数の将来変動予測を行います。 

 

図 事業の目的（体系） 
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ⅡⅡ．．事事業業ののフフロローーとと実実施施体体制制  

(1) 事業全体のフロー 

令和４年度から 7 年度までの本事業全体の事業の概要とフローは以下のとおり。 

 

・令和４～６年度にかけて、移行係数検証用原木を東北、関東の６県 14 地域から、そ

れぞれ 20 本ずつ調達し、福島県林業研究センター及び栃木県林業センターにおいて

植菌、栽培を行い、ほだ木から初回発生の子実体を採取し、ほだ木から採取したおが

粉とともに必要な測定を実施。 

・上記のうち同一の伐採地、種菌のほだ木 10 本につき、複数回子実体を採取し、必要

な測定を実施。 

・令和４～６年度にかけて、主要な変動要因の分析・検証用のほだ木・子実体を合計

24 県の生産者 48 戸から、ほだ木３本とそこから発生した初回発生の子実体のセッ

トで 72 セット調達し、必要な測定を実施するとともに、Ｋ、Ｎ、Ｐの濃度とＣｓの

移行係数の関係を分析。 

・上記のうち、北陸地方で伐採された 11 セットについては将来の移行係数変動予測の

ための測定を実施。また、令和６年度に、北陸地方２県６箇所の原木 60 本を追加調

達（以下「GFO 検証用ほだ木」という。）し、栽培を実施。 

・令和６年度に、種菌の違いが移行係数に与える影響の検証のため、特定の種菌を植菌

したほだ木及びそこから発生した子実体６セット、18 本を調達（以下「追加検証用

ほだ木」という。）。 

・令和７年度に追加検証用ほだ木、及びそのほだ木からの初回発生子実体の放射性物質

濃度の測定を実施 

・令和７年度に、移行係数の変動予測を行うにあたり、GFO 検証用ほだ木を栽培管理

し、初回発生した子実体並びに初回子実体発生後の GFO 検証用ほだ木の放射性物

質濃度の測定を実施 

・移行係数の検証分析を行い、移行係数を再評価 
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表 事業全体のフロー 

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年 令和７年度 

１． 

移行係数

の検証 

        

２． 

主要な変

動要因の

分析・検

証 

        

３． 

移行係数

再評価の

ための追

加試験体

調達 

        

４． 

検討委員

会 の 設

置・運営 

        

事業報告

書作成 

        

  

原木への植菌 ほだ木栽培・管理 

初回発生子
実体採取 

１ 
回 

２ 
回 

作
成 

関係委員によるワーキンググループ会合を適宜開催 

発生子実体採取（初回・２回目） 

原木調
達条件 
確定 

原木の購入 
試験体採取 

２ 
回 

３ 
回 

原木の測定 

ほだ木 
子実体測定 

ほだ木
調達条
件確定 

ほだ木購入 
子実体採取 

ほだ木
調達条
件確定 

ほだ木・子実体測定 
ほだ木・子実体測定(追加分) 

ほだ木購入 
子実体採取 

１ 
回 

２ 
回 

３ 
回 

１ 
回 

２ 
回 

１ 
回 

作
成 

作
成 

作
成 

主要な 
変動要因 
の検証 

移
行
係
数
の
再
評
価 

将
来
の
移
行
係
数
変
動
予
測
の
検
証 

280 本 

17 セット 55 セット（GFO11 セット含） 

60 本 
6 セット（GFO） 

280 本 

ほだ木
調達条
件確定 

ほだ木・子実体測定 

ほだ木購入 
試験体採取 

ほだ木 
子実体測定 
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令和４年度の事業フローは次のとおり。 

・移行係数検証用原木を東北、関東の 66 県 14 地域から、それぞれ 20 本ずつ調達

し、必要な測定を行うとともに、福島県林業研究センター、栃木県林業センターにお

いて植菌、栽培を開始 

・主要な変動要因の分析・検証用のほだ木・子実体を、11 県の生産者 14 戸から、ほ

だ木 3 本とそこから発生した初回発生の子実体のセットで 17 セット調達し、必要

な測定を実施 

 

表 令和 4 年度事業フロー 

年月 

内容 

令和４年 令和５年 

８ ９ 10 11 12 1 ２ ３ 

１． 

移 行 係 数

の検証 

        

２． 

主 要 な 変

動 要 因 の

分析・検証 

        

３． 

検 討 委 員

会の設置・

運営 

        

事 業 報 告

書作成 

        

  

●各打合せ 

原木の購入先の抽出 

原木の購入・試験体の採取 

 

原木への植菌及び栽培・管理 

原木の 137Cs 放射能濃度等の測定 

ほだ木調達条件の
検討・確定 

ほだ木の確保・子実体の採取 

ほだ木・子実体の 133Cs 濃度等の測定 

実施
体制
確立 

１ 
回 

２ 
回 

３ 
回 

報告書のとりまとめ 

原木の
配送 

おが粉
の配送 

●各打合せ ●各打合せ 

●各打合せ 

原木調達
条件の 
検討・確定 
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令和５年度の事業フローは次のとおり。 

・福島県林業研究センター、栃木県林業センターで栽培した移行係数検証用ほだ木から

初回発生の子実体を採取し、ほだ木から採取したおが粉とともに必要な測定を実施 

・初回発生の子実体の移行係数が 2 回目以降に発生した子実体よりも低いことを確認

するために、同一の伐採地、種菌のほだ木 10 本から複数回子実体を採取し、必要な

測定を実施 

・主要な変動要因の分析・検証用のほだ木・子実体を 21 県の生産者 32 戸から、55

セット追加調達し、必要な測定を実施 

・主要な変動要因の分析・検証用のほだ木・子実体のうち北陸地方で伐採された原木

11 セットについては将来の放射性セシウムの移行状況を想定するため放射性セシウ

ムについて測定を実施 

表 令和５年度事業フロー 

年月 

内容 

令和５年 令和６年 

６ ７ ８ ９ 10 11 12 1 ２ ３ ４ ５ ６ 

１． 

移行係

数の検

証 

             

２． 

主要な

変動要

因の分

析・検

証 

             

３． 

検討委

員会の

設置・

運営 

             

事業報

告書作

成 

             

  

●第２回 WG 

検証用ほだ木 280 本の栽培
管理 

初回発生子実
体（八分開き
状態）の採取 

放射性物質 
濃度の測定 

ほだ木調達・子実体採取、及び配送の依頼 

初回発生子実体の採取、ほだ木・子実体の配送 

ほだ木・子実体の放射性物質濃度の測定 

１ 
回 

２ 
回 

３ 
回 

報告書の 
とりまとめ 

子実体
の配送 

●第１回 WG ●第３回 WG 

ほだ木調
達条件
の検討・
確定 

●第４回 WG 
●第５回 WG 

２回目発生子
実体の採取 

放射性物質 
濃度の測定 
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令和６年度の事業フローは次のとおり。 

・福島県林業研究センター、栃木県林業センターで栽培した移行係数検証用ほだ木から

初回発生の子実体を採取し、ほだ木から採取したおが粉とともに必要な測定を実施 

・子実体の発生回数が子実体の Cs 濃度に与える影響について調査を実施 

・主要な変動要因の分析・検証用のほだ木・子実体の測定結果から K、N、P の濃度と

Cs の移行係数の関係を分析 

・主要な変動要因の分析・検証用のほだ木・子実体のうち、GFO の影響を受けた試験

体の測定値から定常状態での移行係数を推計 

・将来の移行係数変動予測の検証のため、GFO の影響を受けた北陸地方の 2 県 6 カ所

から原木 60 本を調達し、栽培を開始 

・種菌（品種）の違いが移行係数に与える影響の検証のため、特定の種菌を植菌したほ

だ木及びそこから発生した子実体を 6 セット、18 本調達 

 

表 令和６年度事業フロー 

年月 

内容 

令和６年 令和７年 

７ ８ ９ 10 11 12 1 ２ ３ 

１． 

移 行 係 数

の検証 

         

２． 

主 要 な 変

動 要 因 の

分析・検証 

         

３． 

移 行 係 数

再 評 価 の

た め の 追

加 試 験 体

調達 

         

４． 

検 討 委 員

会の設置・

運営 

         

事 業 報 告

書作成 

         

  

検証用ほだ木 280 本の栽培管理（R5 年度から継続） 

初回発生子実体（八分開き状態）採取
（R5 年度から継続） 

放射性物質濃度の測定 

ほだ木調達・
子実体採取
の依頼 

初回発生子実体の採取、ほだ木・ 
子実体の配送 

１ 
回 

２ 
回 

報告書の 
とりまとめ 

子実体
の配送 

● 
第１回 
ワーキング 

ほだ木調達条
件の検討・確
定 

２回目発生子実体の採取 

ほだ木・子実態の放射性物質濃度の測定 
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(2) 令和７年度の本事業のフロー 

令和７年度の事業フローは次のとおり。 

・移行係数の変動予測を行うにあたり、GFO 検証用ほだ木の栽培管理を行い、初回発

生した子実体並びに初回子実体発生後の GFO 検証用ほだ木の放射性物質濃度の測

定を実施 

・前年度までの調査で種菌の違いが移行係数に有為な影響を与える可能性が示唆された

ことから、令和６年度に追加調達し、特定の種菌を植菌したほだ木 6 セット、18 本

（以下「追加検証用ほだ木」という。）及びそのほだ木からの初回発生子実体の放射

性物質濃度の測定を実施 

・移行係数の検証分析を行い、移行係数を再評価 

 

表 令和７年度事業フロー 

年月 

内容 

令和７年 令和８年 

７ ８ ９ 10 11 12 1 ２ ３ 

１． 

将 来 の 移

行 係 数 変

動 予 測 の

検証 

         

２． 

種 菌 （ 品

種）の違い

が 移 行 係

数 に 与 え

る 影 響 の

検証 

         

３． 

移 行 係 数

再 検 証 用

ほだ木・子

実 体 の 測

定 

         

４． 

検 討 委 員

会の設置・

運営 

         

事 業 報 告

書作成 

         

  

GFO 検証用ほだ木（60 本）の栽培管理 

初回発生子実体 
（八分開き状態）採取 

・子実体の放射性物質濃度の測定 
・初回子実体発生後のほだ木の 
放射性物質濃度の測定 

１ 
回 

２ 
回 

報告書の 
とりまとめ 

● 
第１回 

ワーキング 

・初回発生子実体の放射性
物質濃度測定 

・初回子実体発生後のほだ木
の放射性物質濃度測定 

● 
第 2 回 

ワーキング 

追加検証用 
ほだ木 18 本 
(R6 年度調達済) 

・移行係数再検証用 
ほだ木・子実体の 
放射性物質濃度測定 

● 
第 3 回 

ワーキング 
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本事業全体の実施体制は次のとおり。 

 

図 本事業の実施体制 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：福島県林業研究センターは令和４年度～令和６年度 

※２：令和６年度～令和７年度事業 

 

  

検討委員会 

・（国研）森林研究・整備機構

森林総合研究所 

・（国研）農業・食品産業技術

総合研究機構 

（農業環境部門、食品研究

部門） 

・福島県林業研究センター※１ 

・栃木県林業センター 

移行係数検証用 
ほだ木・子実体の栽培・管理 

 
主要な変動要因分析・検証用

（GFO）ほだ木・子実体 
の栽培・管理 

 
・福島県林業研究センター※１ 

・栃木県林業センター 

栽培・管理等依頼先 

協議結果 
助言 

開催 
協議依頼 

【事業受託者】 

 

日本特用林産振興会 

(株)都市環境研究所 

 

【事務局】 

日本特用林産振興会 

林野庁 

契約 

栽培・管理 
依頼 

資材提供 

試験体配送 

森林総合研究所 
試験依頼 

試験機関 測定結果 

主要な変動要因分析・検証用 

ほだ木の栽培・子実体の採取 

 

・しいたけ生産事業者 

原木 

原木生産 

事業者 

種菌 

種菌 

メーカー 

移行係数再評価のための 

追加試験用ほだ木の栽培 

子実体の採取※２ 

 

・しいたけ生産事業者 
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ⅢⅢ．．令令和和７７年年度度実実施施調調査査  

主要な変動要因の分析・検証に関する令和６年度までの分析過程を踏まえ、GFO からの

経過や種菌の差異によって、移行係数が変化する可能性が示唆されたことから、令和６年

度に追加購入された試験体を用いて分析、検証を行った。実施体制や実施条件等は「参考

資料 2：これまでの実績」に記載の令和４～６年度のとおり。 

 

１．将来の移行係数変動予測の検証 

133Ｃｓ及び 137Ｃｓの移行係数の分析により、安定期に入ったＣｓの移行係数を予測

する重要性は高く、これまでの分析においても将来予測の可能性が見込めたことから、

GFO の影響に関する更なる詳細な分析を実施するために、令和６年度に北陸地方から

原木を追加調達し、この原木に植菌して栽培したほだ木（以下「GFO 検証用ほだ木」と

いう。）の栽培管理を行うとともに、ほだ木及び初回発生した子実体の 133Ｃｓ及び 137

Ｃｓの測定を行った。 

 

(1) 分析方法 

① GFO 解析用試験体の調達等の条件 

令和６年度に行われた原木の調達の条件、その後の栽培管理の条件並びに 133Ｃｓ

及び 137Ｃｓの測定条件は以下のとおり。 

 

表 GFO の影響解析用試験体の調達の条件 

項 目 実施結果 

ⅰ）GFO の影響解析用試験体の

調達 

・条件を満たした試験体となる原木を確保するため、富

山県西部森林組合（伐採地は複数。材長はチップ・お

が粉用の 2m。）、能登森林組合能登支所（伐採地は能

登地方で 3 箇所。材長は特注で 1.5m。）から調達した。 

ⅱ）サンプル数 ・各森林組合から 30 本ずつ、計 60 本を調達した。 

 

表 両森林組合の伐採地と本数 

森林組合 伐 採 地 記  号 本  数 

富山県 EA 山 EA 8 本 

富山県 EB 末 EB 10 本 

富山県 EC ひ EC 12 本 

石川県 NA 白✕ NA 9 本 

石川県 NB 青✕ NB 10 本 

石川県 NC 赤✕ NC 11 本 
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② 追加試験体の測定項目等 

追加・検証することとした試験体の測定項目、測定数は次のとおり。 

 

表 試験体の測定項目、測定数 

測定項目 子実体 原木 

137Cs 60 ※１ 60 

133Cs 60 ※１ 60 

※１ GFO の子実体測定数は、発生状況により変動がありうる。 
※２ すべての測定は森林総研に委託するが、放射性物質濃度が高い試験体の N の

測定のみ（株）環境研究センターに委託する。 

 

③ 測定及び統計解析の方法 

GFO の影響解析するための追加試験の条件は以下のとおり。 

 

表 GFO の影響解析するための追加試験の条件 

項 目 実施結果 

ⅰ）GFO 検証用ほだ木の栽培管

理 

・施設栽培での一般的な栽培方法に従い栽培管理を行っ

た。その際、土壌からの再汚染を防止する観点から、

検証用ほだ木は直接土壌との接触を避けて管理した。 

・検証用ほだ木の状況等により、補足的に原木等を必要

とする場合は、林野庁と協議し調達した。 

ⅱ）GFO 検証用原木の放射能濃

度の測定 

・原木から採取した試験体（おが粉）について森林総合

研究所で、重量、含水率、137Cs、133Cs を測定した。 

・137Cs については、2.0 リットルのマリネリ容器を用い、

ゲルマニウム半導体検出器で 10％の係数誤差範囲内

で測定した。 

・133Cs については硝酸よる湿式灰化後、ICP-MS により

測定した。 

ⅲ）GFO 検証用ほだ木から発生

した子実体の放射能濃度の測

定 

・GFO 検証用ほだ木（60 本）から初回発生した子実体に

ついて放射性物質濃度の測定を行った。 

・子実体は生重量、含水率を計測し、柄の部分は切除し

傘の部分のみを検体とした。 

・放射性物質濃度は、ゲルマニウム半導体検出器等を用

いて測定した。測定値は、絶乾ベースとするが、子実

体の含水率は食品成分表に準じた。 

・133Cs については硝酸よる湿式灰化後、ICP-MS により

測定した。 

 

 

④ 調達試料の調整、測定及び統計解析 

原木の両端をチェーンソーにて切断して長さを約 90cm に整えるとともに、「移行

係数の検証」と同様に切断時に生じる木粉及び円盤を採取した。含水率は「移行係数

の検証」と同様に算出した。 

切断時に生じた木粉を用いて乾燥重量基準における 137Cs 放射能濃度を算出した
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が、測定に用いる容器を 0.7L のマリネリ容器から 2L のマリネリ容器に変更した以

外は「移行係数の検証」と同様に算出した。子実体傘の乾燥重量基準における 137Cs

放射能濃度は「移行係数の検証」と同様に算出した。 

乾燥重量基準における原木及び子実体の 133Cs 濃度は「移行係数の検証」と同様に

算出した。 

統計解析において危険率は５％とし、p 値が 0.05 未満と算出された場合は有意若

しくは有意差有りとした。 

これらの試験に係る環境は P97 参照（以下、試験環境に係る参照頁は同じ）。 

 

(2) 測定結果 

北陸地方の 6 伐採地から得られた原木及び 2 菌株を用いて原木栽培を行い、137Cs

及び 133Cs に対する移行係数を算出した。正確な移行係数の分布を得るためには混入

する外れ値を除外する必要があるため、統計処理に先立ち 137Cs 濃度の測定誤差が

20%より大きい測定値を外れ値とするとともに伐採地毎に 1.5×IQR ルールを適用

した。137Cs 及び 133Cs に対する移行係数を算出後、対数変換した移行係数を目的変

数、伐採地を固定効果とし、菌株を変量効果とした制限付き極大尤度法（Restricted 

Maximum Likelihood; REML）による線形混合モデル（Linear Mixed Model; LMM

モデル）を用いて伐採地毎の調整平均（Estimated Marginal Means; EMMs）を算

出し、最終的に傘の含水率を 88.3%及び原木の含水率を 12%とした推定値にて示し

た。 

表 3-1 には伐採地及び全体の 137Cs 及び 133Cs に対する推定値及び標準誤差を示

した。137Cs 及び 133Cs に対する推定値はそれぞれ 3.2 及び 3.3 であった。「移行係

数の検証」より伐採地毎に得られた 137Cs と 133Cs に対する調整平均及び本調査にて

伐採地毎に得られた 137Cs と 133Cs に対する調整平均に対して分散分析（ANOVA）

を行ったところ有意差は認められなかった｛F(3, 65.4) = 2.07、p = 0.113｝。 

 

表 3－1 北陸地方から採取した原木を用いて得られた 137Cs 及び 133Cs に対する推定値 

伐採地 
137Cs 133Cs 

推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 

EA 2.34 0.38 1.89 0.17 

EB 2.78 0.41 2.96 0.27 

EC 2.96 0.43 3.09 0.25 

NA 4.77 0.73 4.68 0.43 

NB 3.53 0.52 4.36 0.38 

NC 3.39 0.51 3.73 0.33 

平均 3.21 0.43 3.31 0.20 
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２．種菌（品種）の違いが移行係数に与える影響の検証 

移行係数の再評価を行うに当たり、令和６年度までの調査で菌株の違いが移行係数に

影響を与える可能性が示唆されたことから、令和３年度に実施したアンケート調査の結

果から生産者が使用する意向が多く見られた菌株 01 を植え付けたほだ木及び初回発生

の子実体の調達を令和６年度に行い、ほだ木及び初回発生した子実体の安定セシウム濃

度等の測定を行う。 

 

(1) 分析方法 

① ほだ木及び子実体の調達等の条件 

令和６年度に行われたほだ木及び子実体の調達の条件並びに 133Ｃｓ及び 137Ｃｓの

調達条件は以下のとおり。 

 

表 完熟ほだ木の調達の条件 

項 目 実施結果 

ⅰ）菌株 01 のほだ木及び初回発生

子実体の調達 

・条件を満たした試験体を確保するため、しいたけ

生産農家と直接交渉し、菌株 01 のほだ木・初回発

生子実体の調達を依頼した。 

・生産者が、ふり返り条件を確認できるよう視覚的

なわかりやすさに配慮した作業マニュアルを作成

し配布した。 

ⅱ）サンプル数 ・サンプル数は 6 セット（18 本）程度を基本とした。 

 

表 調達先の概要 

番号 生産者住所 原木採取地・樹種 備考 

１ 栃木県 栃木県・コナラ 令和５年、K697、K702 の 2 セット調達済 

2 栃木県 大分県・クヌギ 新規 

３ 栃木県 熊本県・クヌギ 新規 

４ 栃木県 大分県・クヌギ 令和５年、KK32 を 2 セット調達済 

５ 岩手県 岩手県・コナラ 新規 

６ 岩手県 岩手県・コナラ 新規 
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② 追加試験体の測定項目等 

追加・検証することとした試験体の測定項目、測定数は次のとおり。 

 

表 試験体の測定項目、測定数 

測定項目 子実体 ほだ木 
137Cs  -  - 
133Cs 18 18 

K 18 18 

N 18 18 

P 18 18 

ie137Cs  -  - 
ie133Cs   18 

ieK   18 

ieP   18 

 

③ 測定及び統計解析の方法 

種菌（品種）の違いが移行係数に与える影響を検証するための追加試験の条件は以

下のとおり。 

 

表 菌株の違いが移行係数に与える影響を検証するための追加試験の条件 

項 目 実施結果 

ⅰ）追加検証用ほだ木から発生

した子実体の安定セシウム濃

度の測定 

・追加検証用ほだ木（18 本）から初回発生した子実体に

ついて、安定セシウム濃度等の測定を行った。 

・子実体は生重量、含水率を計測し、柄の部分は切除し

傘の部分のみを検体とした。 

・安定セシウム濃度等は、誘導結合プラズマ質量分析装

置等を用いて測定した。測定値は、絶乾ベースとする

が、子実体の含水率は食品成分表に準じた。 

ⅱ）追加検証用ほだ木の安定セ

シウム等の測定 

・追加検証用ほだ木（18 本）について、安定セシウム濃

度等の測定を行った。 

・検体の安定セシウム濃度等は、誘導結合プラズマ質量

分析装置等を用いて測定した。測定値は、絶乾ベース

とした。 

 

④ ほだ木及び子実体の調達 

日本各地の原木しいたけ栽培農家 6 戸から、菌株 01 を接種した原木採取地及び栽

培管理が同一のほだ木３本を１組として、6 組計 18 本のほだ木及び当該ほだ木から

発生１回目の子実体を調達した。 

 

⑤ 試料調整 

「主要な変動要因の分析・検証」と同様にほだ木から円盤と木粉を採取した。得ら

れた木粉及び調達した子実体は「移行係数の再検証」と同様に調整した。 
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⑥ 測定及び統計解析 

全てのほだ木に含まれる 133Cs、K、P、N、イオン交換態 133Cs （ie133Cs）、イ

オン交換態 K（ieK）及びイオン交換態 P（ieP）濃度、また全ての子実体傘に含まれ

る 133Cs、K、P 及び N 濃度は「移行係数の検証」と同様に測定した。 

ほだ木の含水率、生重量密度及び乾燥重量密度は得られた円盤を用いて「移行係数

の検証」と同様に測定した。 

統計解析において危険率は５％とし、p 値が 0.05 未満と算出された場合は有意若

しくは有意差有りとした。 

これらの試験に係る環境は P97 参照（以下、試験環境に係る参照頁は同じ）。 

 

(2) 測定結果 

「主要な変動要因の分析・検証」にて調達したほだ木の菌株数は 26 であった。こ

のうち 23 菌株のロット数は 5 以下であり、菌株 01 のロット数は 4、菌株 14 のロ

ット数は 11 であった。菌株 01 に対して 6 ロットを追加し、2 菌株間に有意差があ

るか調査した。 

正確な移行係数の分布を得るためには混入する外れ値を除外する必要があるため、

両菌株ともロット毎に 1.5×IQR ルールを適用した。2 菌株のロット毎に算出した

ie133Cs に対する移行係数の分布が対数正規分布従うか Shapiro-Wilk test により検

定したところ、菌株 01 及び菌株 14 の p 値はそれぞれ 0.190 及び 0.512 であり、

両菌株における移行係数の分布は対数正規分布に従うことが明らかとなった。図 3-1

には両菌株における移行係数の分布を示した。2 菌株の ie133Cs に対する移行係数の

幾何平均はそれぞれ 3.8 及び 3.4 であり、また t-test の p 値は 0.268 であること

から有意差は認められなかった。 

 

図 3-1 2 菌株別 ie133Cs に対する移行係数の分布 

※：赤線は平均を示す。 
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ⅣⅣ．．事事業業のの結結果果  

１．用語の定義 

報告書のとりまとめにあたり、必要な用語の定義や分析結果を運用する上での前提と

すべき内容等を以下に記載する。 

 

用語 略称 解説 

移行係数 
 ある物質が培養基から生産物へ移動する指標。本事業では、原木若しくはほ

だ木 Cs 濃度に対する傘 Cs 濃度の割合を乾燥重量基準で表示する。 

推定値 
 

傘の含水率を 88.3%及び原木の含水率を 12%に換算した際の移行係数を指

す。 

指標値 

 

食品安全基本法に基づき厚生労働省が定めた食品の安全基準を満たすた

めに林野庁が定めた栽培に使用できる原木及びほだ木の 137Cs 濃度の上限

値。 

イオン交換態 
ie 

静電気的な力により、ある物質の表面に保持されているイオンの形態。本事

業では 1 mol/L（pH7）の酢酸アンモニウムにより抽出されるイオンを指す。 

原木  
菌糸体を接種する前の丸太。（コナラ、クヌギが多く使われる。） 

ほだ木 

 

菌糸体を接種した丸太。 

完熟ほだ木とは、種菌がしいたけ原木の内部に十分に繁殖・定着（伏せ込み）

して、子実体が発生する準備が整った状態のほだ木のこと。 

放射性セシウム 
137Cs 

本事業では原子番号 55 の同位体のうち放射線を放出する質量数 137 の同

位体を指す。 

安定セシウム 
133Cs 

原子番号 55 の同位体のうち自然界で安定して存在している質量数 133 の

同位体であり、放射線は放出しない。 

グローバルフォー

ルアウト 
GFO 

1950〜60 年代に世界の各地で行われた大気圏内核実験で放出され、成層

圏を経由して世界中に拡散されて地表に降下し、現在も土壌中や植物体内

に残る放射性セシウム（137Cs）を指す。 

菌株  遺伝的に均一な微生物の集合体。しいたけ種菌の品種。 
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２．移行係数の再評価 

令和６年度までの本事業及び前３項の放射性物質濃度測定結果を元に、統計的な手法

を用いて原木から子実体への移行係数を求め、変動要因の分析結果、種菌による差異も

踏まえ、食品基準値 100 Bq/kg 以下の子実体が 栽培できるよう移行係数の再評価を

実施した。 

 

(1)移行係数の算出 

 原木ベースにおける 137Cs に対する推定値は 3.２であった。 

 ほだ木ベースにおける 137Cs に対する推定値は 3.２であった。 

 

① 原木の性状 

参表 1-1 及び参図１-１に示すように、調達した原木の含水率を 12％に換算した

ときの 137Cs 濃度の範囲は 0.8 Bq/kg から 498.4 Bq/kg であり、また平均は 62.8 

Bq/kg、中央値は 31.9 Bq/kg であった。20 Bq/kg から 50 Bq/kg の範囲を含ん

でおり、検証に適した原木が調達できた。 

 

参表 1-1 含水率を 12％とした原木の 137Cs 濃度（Bq/kg） 

採取地 平均 標準偏差 最大値 最小値 中央値 

FK-HR 38.9 16.6 75.9 9.0 40.7 

FK-MY 56.2 38.9 129.5 6.3 43.4 

FK-SK 19.5 12.7 49.4 2.4 18.8 

FK-SU 112.9 18.7 163.0 89.1 110.7 

GN-OM      

GN-TM 1.4 0.5 2.7 0.8 1.3 

IB-HO 2.8 0.7 4.8 1.7 2.8 

IB-TN 8.8 5.0 18.7 3.1 7.4 

IW-IC 29.5 15.5 54.5 1.0 32.1 

MY-KW 21.4 8.1 40.9 11.6 20.7 

MY-MR 234.1 122.2 498.4 93.9 171.7 

TC-MT 40.5 13.5 69.0 19.6 37.7 

TC-NX 181.2 62.2 335.6 91.5 172.3 

TC-NZ 50.4 29.7 120.1 14.2 49.5 

全体 62.8 80.7 498.4 0.8 31.9 
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参図１－１ 含水率を 12％とした原木の放射性セシウム（137Cs）濃度分布 

下ヒゲ：10%点、箱下境界線：25%点、黒実線、中央値、赤線：平均、 

箱上境界線：75%点、上ヒゲ：90%点、黒丸：外れ値 

 

参表 1-2 に示すように原木の平均含水率は 41.8%であった。伐採地毎の含水率に

は一元配置分散分析により有意差が認められたが（p < 0.001）、原木全体における

含水率の標準偏差は 1.7%であり、また個々の伐採地における平均含水率は 40.0 か

ら 43.2%の範囲にあることから同等であると判断した。 

 

参表 1-2 調達した原木の含水率（%） 

採取地 平均 標準偏差 最大値 最小値 中央値 

FK-HR 42.9 1.1 45.4 40.0 43.0 

FK-MY 42.7 1.4 46.2 39.2 42.8 

FK-SK 41.9 1.2 43.8 39.7 41.9 

FK-SU 40.3 1.9 43.3 36.8 39.9 

GN-OM 42.4 1.2 45.4 40.3 42.5 

GN-TM 43.2 2.1 47.0 39.4 43.6 

IB-HO 42.5 0.9 44.3 40.3 42.5 

IB-TN 40.5 1.0 42.9 38.8 40.3 

IW-IC 42.7 1.0 44.4 40.5 42.8 

MY-KW 41.3 1.7 44.6 38.5 41.6 

MY-MR 40.0 1.6 43.4 38.0 39.6 

TC-MT 41.0 1.4 43.8 39.1 41.1 

TC-NX 42.5 1.2 44.3 40.5 42.6 

TC-NZ 41.1 1.1 42.9 38.8 41.0 

全体 41.8 1.7 47.0 36.8 42.1 
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参図１-2 に示すように空間線量率と対数変換した原木の 137Cs 濃度間には有意な

回帰直線が認められた（r = 0.645、p = 0.013）。一般的に相関係数の絶対値が 0.0

から 0.2 はほとんど相関が無い、0.2 から 0.4 はやや相関関係がある、0.4 から 0.7

はかなり相関関係がある、そして 0.7 から 1.0 は強い相関関係があるとされている。

含水率 12%における指標値 50Bq/kg の対数は 1.7 であり、回帰式より導かれる原

木の 137Cs 放射能濃度が 50 Bq/kg 以下となる空間線量率は 0.2 µSv/h となる。し

かし、0.2 µSv/h 以下の原木採取地における原木の 137Cs 濃度は同図に示すように

ばらついていることから、原木林の選定において空間線量率は参考値に留めておくの

が妥当である。 

 

 

参図１-2 原木の平均放射性セシウム（137Cs）放射能濃度と空間線量率の関係 

点の上下に示した線は標準偏差を示す 

 

参表 1-3 及び参図１-3 に示すように伐採地別における原木 133Cs 濃度の幾何平均

は 24.3µg/kg であった。幾何標準偏差が 3.2 であることから、原木の 133Cs 濃度は

伐採地により大きく異なっていることが明らかになった。森林土壌中の 133Cs は定常

状態に達しており、土壌中の 133Cs 濃度と原木中の 133Cs 濃度間には一定の関係が存

在すると考えられる。森林土壌中の 137Cs もまた原発事故からの時間の経過に従いや

がて定常状態に達すると考えられる。森林土壌中の 133Cs 濃度と原木中の 133Cs 濃度

を指標として森林土壌中の 137Cs 濃度と原木中の 137Cs 濃度の関係を調査する必要が

あると考えられる。 
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参表 1-3 調達した原木の 133Cs 濃度（µg/kg） 

採取地 幾何平均 幾何標準偏差 最大値 最小値 中央値 

FK-HR 40.0 1.9 98.6 10.6 47.7 

FK-MY 12.3 1.9 31.7 3.9 12.2 

FK-SK 13.8 1.8 27.9 4.6 15.4 

FK-SU 8.2 1.4 13.2 5.2 8.2 

GN-OM 5.7 1.3 9.3 3.8 5.0 

GN-TM 8.4 1.4 15.0 5.3 7.7 

IB-HO 9.2 1.4 22.0 4.9 8.8 

IB-TN 23.0 1.8 50.3 6.9 25.2 

IW-IC 30.5 2.0 59.2 5.2 40.9 

MY-KW 32.7 1.8 79.0 10.2 34.9 

MY-MR 26.5 1.6 55.9 14.2 24.2 

TC-MT 276.7 1.4 720.1 186.7 248.2 

TC-NX 85.7 1.5 171.5 39.5 81.9 

TC-NZ 68.6 1.6 145.2 34.4 57.9 

全体 24.3 3.2 720.1 3.8 22.7 

 

 

参図１-3 調達した原木の 133Cs 濃度分布 

下ヒゲ：10%点、箱下境界線：25%点、黒実線、中央値、赤線：平均、 

箱上境界線：75%点、上ヒゲ：90%点、黒丸：外れ値 

 

参表 1-4 及び参図１-4 に示すように伐採地別における原木 K 濃度の幾何平均は

1.60g/kg でありまた幾何標準偏差は 1.31 であることから、原木の K 濃度は伐採地

によらずあまりばらついていないことが明らかになった。K は植物にとって必須な元

素であり、成長に必要な量を伐採地によらず一定量吸収しているためと考えられる。 
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参表 1-4 調達した原木の K 濃度（g/kg） 

採取地 幾何平均 幾何標準偏差 最大値 最小値 中央値 

FK-HR 1.42 1.16 1.89 1.10 1.41 

FK-MY 1.94 1.17 2.40 1.53 1.92 

FK-SK 1.52 1.18 2.01 1.14 1.53 

FK-SU 1.65 1.18 2.36 1.26 1.59 

GN-OM 2.09 1.11 2.75 1.67 2.05 

GN-TM 2.00 1.17 2.56 1.40 2.08 

IB-HO 1.93 1.26 2.96 1.26 1.97 

IB-TN 1.75 1.13 2.46 1.43 1.75 

IW-IC 1.65 1.14 2.21 1.26 1.67 

MY-KW 1.71 1.15 2.16 1.23 1.75 

MY-MR 1.14 1.31 2.29 0.65 1.12 

TC-MT 1.19 1.21 1.63 0.83 1.24 

TC-NX 1.13 1.40 2.10 0.63 1.11 

TC-NZ 1.73 1.13 2.30 1.34 1.72 

全体 1.60 1.31 2.96 0.63 1.67 

 

 

参図１-4 調達した原木の K 濃度分布 

下ヒゲ：10%点、箱下境界線：25%点、黒実線、中央値、赤線：平均、 

箱上境界線：75%点、上ヒゲ：90%点、黒丸：外れ値 

 

参表 1-5 及び参図１-5 に示すように伐採地別における原木 N 濃度の幾何平均は

2.23g/kg でありまた幾何標準偏差は 1.20 であった。N の幾何標準偏差は K の幾何

標準偏差より小さく原木の N 濃度は K 以上に伐採地によらずあまりばらついていな

いことが明らかになった。N は K と同様に植物にとって必須な元素であり、成長に必

要な量を伐採地によらず一定量吸収しているためと考えられる。 
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参表 1-5 調達した原木の N 濃度（g/kg） 

採取地 幾何平均 幾何標準偏差 最大値 最小値 中央値 

FK-HR 2.04 1.14 2.66 1.50 2.07 

FK-MY 2.48 1.15 3.14 1.90 2.48 

FK-SK 2.39 1.09 2.79 2.11 2.32 

FK-SU 2.47 1.14 3.10 2.00 2.50 

GN-OM 2.36 1.16 3.16 1.96 2.25 

GN-TM 2.71 1.11 3.32 2.23 2.70 

IB-HO 2.34 1.15 2.99 1.92 2.33 

IB-TN 2.20 1.12 2.88 1.87 2.19 

IW-IC 2.80 1.16 3.62 2.27 2.68 

MY-KW 1.72 1.15 2.17 1.30 1.68 

MY-MR 2.17 1.23 3.20 1.70 2.05 

TC-MT 1.69 1.08 1.94 1.45 1.67 

TC-NX 1.59 1.22 2.40 1.10 1.60 

TC-NZ 2.66 1.15 3.40 2.05 2.67 

全体 2.23 1.20 3.62 1.10 2.29 

 

 

参図１-5 調達した原木の N 濃度分布 

下ヒゲ：10%点、箱下境界線：25%点、黒実線、中央値、赤線：平均、 

箱上境界線：75%点、上ヒゲ：90%点、黒丸：外れ値 

 

② 原木ベースの移行係数 

原木栽培しいたけの 137Cs 濃度は子実体全体の 137Cs 濃度を用いて算出されてい

る。しかし、日本食品標準成分表 2020 年（８訂）によると原木栽培しいたけの可食

部は傘とされている。他の食品との整合性を取るため、本事業では原木栽培しいたけ

の 137Cs 濃度として傘の 137Cs 濃度を採用した。原木栽培しいたけの移行係数はばら

ついており、正確な移行係数の分布を得るには混入する外れ値を除外する必要がある
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ため、統計処理に先立ち 137Cs 濃度の測定誤差が 20%より大きい測定値を外れ値と

するとともに伐採地毎に 1.5×IQR ルールを適用した。 

原木栽培しいたけの移行係数はばらついており、代表値を算出するにはばらつきを

考慮する必要がある。第 1 のばらつきはほだ木から子実体が複数回発生することによ

り生じるばらつきと想定される。原木栽培しいたけは複数回収穫されており、参表 1-

6、参図 1-6、参表 1-7 及び参表 1-8 に示すように、移行係数の分子である傘の Cs

濃度は発生の度変化している。事業で求められる移行係数を算出するには、個々のほ

だ木から複数回発生した傘 Cs 濃度の中から最高値を用いる必要がある。参表 1-6 及

び参図 1-6 に示すように 1 菌株による調査からは移行係数の算出には発生１回目の

傘 Cs 濃度を採用するのが妥当であったが、1 菌株による調査のため複数菌株による

再調査が必要と考えられた。「移行係数の検証」では複数菌株を用いて調査を行った

ことから、複数菌株から得られた傘の Cs 濃度を用いて同様の調査を行ったところ、

参表 1-7 及び参表 1-8 に示すように、発生 1 回目の傘 Cs 濃度は必ずしも複数回発

生した中で最も高い傘 Cs 濃度ではないことが明らかとなった。 

 

参表 1-6 子実体発生回数の測定結果 
 ｇ ｇ mg/kg ｇ ｇ mg/kg ｇ ｇ mg/kg 

ほだ木 

番号 

１回目 

傘生重

量 

１回目 

傘乾燥

重量 

１回目 
133Cs

濃度 

２回目 

傘生重

量 

２回目 

傘乾燥

重量 

２回目 
133Cs

濃度 

３回目 

傘生重

量 

３回目 

傘乾燥

重量 

３回目 
133Cs

濃度 

1 188.7 25.3 1.01 341.8 33.2 0.94 134.8 19.7 0.81 

2 59.2 6.9 0.09 449.3 51.0 0.07 5.1 1.2 0.10 

3 268.2 34.0 0.34 350.1 33.3 0.33 49.1 8.00 0.38 

5 310.5 42.0 0.16 202.6 22.1 0.18 198.3 23.5 0.17 

6 172.7 21.3 0.60 508.2 52.2 0.42 71.1 8.6 0.48 

7 222.8 28.4 0.54 293.6 26.4 0.49 80.3 10.4 0.43 

8 109.9 15.6 0.82 626.6 58.4 0.62 34.9 4.7 0.76 

9 248.1 30.4 0.55 671.5 65.2 0.47 140.9 17.7 0.51 

 

  

参図１-6 発生回数による傘の 133Cs 濃度の変化 
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参表 1-7 発生回数による傘の 137Cs 濃度 

原木番号 菌株 
発生回数毎の 137Cs 濃度（Bq/kg） 

最高値 
1 2 3 4 5 

IW-IC_19 菌株 26 1610 1301 1196 1045 843 1610 

MY-KW_11 菌株 14 794 582 981 625 479 981 

FK-SK_4 菌株 28 752 640 598 521 607 752 

IB-TN_6 菌株 29 118 89 120 115 97 120 

FK-SU_6 菌株 29 1330 925 1600 657 1126 1600 

FK-SU_10 菌株 18 4227 2854 2631 1826 4389 4389 

FK-SU_15 菌株 12 1396 1285 820 697 2065 2065 

FK-SU_19 菌株 26 1051 2455 2075 1552 965 2455 

FK-SK_2 菌株 15 972 1151 874 886 622 1151 

FK-SK_16 菌株 08 638 547 712 388 611 712 

MY-KW_13 菌株 24 395 290 369 417 316 417 

 

参表 1-8 発生回数による傘の 133Cs 濃度   

原木番号 菌株 
発生回数毎の 133Cs 濃度（mg/kg） 

最高値 
1 2 3 4 5 

IW-IC_19 菌株 26 1.70 1.31 1.32 1.19 0.99 1.70 

MY-KW_11 菌株 14 2.02 1.48 2.23 1.48 1.09 2.23 

FK-SK_4 菌株 28 0.65 0.82 0.64 0.42 0.53 0.82 

IB-TN_6 菌株 29 0.22 0.16 0.27 0.26 0.22 0.27 

FK-SU_6 菌株 29 0.14 0.07 0.13 0.31 0.10 0.31 

FK-SU_10 菌株 18 0.30 0.21 0.19 0.15 0.32 0.32 

FK-SU_15 菌株 12 0.14 0.14 0.09 0.07 0.20 0.20 

FK-SU_19 菌株 26 0.14 0.22 0.23 0.22 0.15 0.23 

FK-SK_2 菌株 15 0.73 0.63 0.53 0.48 0.39 0.73 

FK-SK_16 菌株 08 0.63 0.46 0.59 0.30 0.53 0.63 

MY-KW_13 菌株 24 0.75 0.55 0.71 0.75 0.66 0.75 

 

 

しかし、参図 1-8、参式 1-2 及び参式 1-3 に示すように発生 1 回目の傘 Cs 濃度

と発生 1 回目から 5 回目までの傘の最高 133Cs 濃度間には概して y=x の有意な回帰

直線が存在しており（供に p < 0.001）、発生 1 回目の傘 Cs 濃度を個々のほだ木か

ら得られる傘の最高 Cs 濃度と見なしても過度の誤りは無いことが明らかとなった。

発生 1 回目の子実体は子実体発生によるほだ木中の成分濃度変化の影響を受けてお

らず、ある意味ほだ木本来の性状を反映しているためと考えられる。 

 

  



24 

  

参図１-8 発生 1 回目の傘 Cs 濃度と発生 1 回目から 5 回目までの傘の最高 Cs 濃度の関係 

 

子実体発生 1 回目の傘 137Cs 濃度と発生 1 回目から 5 回目までの傘の最高 137Cs

濃度間の回帰式 

ｙ＝1.02x＋245.10（r = 0.935、p < 0.001）・・・参式 1-2 

 

子実体発生 1 回目の傘 133Cs 濃度と発生 1 回目から 5 回目までの傘の最高 133Cs

濃度間の回帰式 

ｙ＝1.02x＋0.05（r = 0.993、p < 0.001）・・・参式 1-3 

 

第 2 のばらつきは栽培環境により生じるばらつきと想定される。本事業では 15 菌

株のうち 5 菌株は 2 ヶ所の試験地にて栽培したため、試験地（生産者）により移行係

数は異なる可能性があった。同じ菌株かつ同じ伐採地から調達した原木を用いて得ら

れた移行係数に対して試験地（生産者）間に差異が存在するか Wilcoxon signed-rank 

test により検定したところ参表 1-9 に示すように試験地間による差異は認められな

かった（全て p > 0.05）。そのため、試験地（生産者）間に差異は無いと判断した。

栽培試験は公設試験研究機関にて実施されこともあり、概して最適な栽培条件で実施

されたため差異が認められなかったと考えられる。 

 

参表 1-9 試験地間における移行係数の差異 

菌株 
Wilcoxon signed-rank test の p 値 

137Cs 133Cs ie137Cs ie133Cs 

菌株 12 0.410 1.000 0.410 0.490 

菌株 14 1.000 0.851 0.351 1.000 

菌株 28 0.784 0.625 1.000 0.727 

菌株 24 0.124 0.187 0.398 0.069 

菌株 29 0.092 0.069 0.142 0.081 
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第 3 のばらつきは異なるほだ木によって生じるばらつきと想定される。本事業では

複数の伐採地から調達した原木を使用したため、伐採地別に移行係数の分布を調査し

たところ参表 1-10 に示すように原木ベースの 137Cs に対する移行係数の分布は対

数正規分布に従っていることが明らかになった。このことは同一伐採地から調達した

異なる原木によって生じる移行係数のばらつきは移行係数の分布を対数正規分布と見

なすことにより解消されることを示している。 

 

参表 1-10 伐採地別原木及びほだ木の 137Cs に対する移行係数分布の正規性 

伐採地 
p 値※ 

原木 ほだ木 

FK-HR 0.670 0.912 

FK-MY 0.824 0.719 

FK-SK 0.629 0.753 

FK-SU 0.189 0.029 

GN-TM 0.764 0.328 

IB-HO 0.558 0.599 

IB-TN 0.998 0.597 

IW-IC 0.944 0.399 

MY-KW 0.091 0.455 

MY-MR 0.850 0.051 

TC-MT 0.932 0.712 

TC-NX 0.690 0.212 

TC-NZ 0.370 0.356 

※：Shapiro-Wilk test の p 値を示す。 

 

対数正規分布の中心を代表する値として幾何平均は最も合理的であるが、「移行係

数の検証」では複数の伐採地から採取した原木に対して複数の菌株を接種しており複

数の要因が関与しているため、より正確な代表値を算出するため移行係数を算出後、

対数変換した移行係数を目的変数、伐採地を固定効果、菌株を変量効果とした REML

による LMM モデルを用いて伐採地毎の調整平均を対数変換した移行係数の代表値と

して算出し、最終的に傘の含水率を 88.3%及び原木の含水率を 12%とした推定値に

て示した。参表 1-11 には伐採地別に原木ベース及びほだ木ベースにおける推定値お

よび標準誤差を示した。 
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参表 1-11 伐採地別原木及びほだ木の 137Cs に対する推定値と標準誤差 

伐採地 
原木 ほだ木 

推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 

FK-HR 2.95 0.28 3.79 0.36 

FK-MY 2.80 0.26 3.16 0.30 

FK-SK 3.56 0.33 3.65 0.34 

FK-SU 2.52 0.24 2.62 0.25 

GN-TM 2.95 0.28 2.11 0.20 

IB-HO 4.96 0.57 2.30 0.23 

IB-TN 4.17 0.39 3.32 0.31 

IW-IC 3.70 0.34 3.78 0.36 

MY-KW 2.91 0.27 3.04 0.29 

MY-MR 2.83 0.26 2.30 0.23 

TC-MT 2.20 0.23 5.28 0.52 

TC-NX 3.97 0.37 4.12 0.40 

TC-NZ 3.34 0.31 3.82 0.37 

 

第 4 のばらつきは伐採地によって生じるばらつきと想定される。伐採地毎に算出し

た原木ベースにおける調整平均の分布は Shapiro-Wilk test により対数正規分布に従

っていることが明らかになった（p = 0.940）。伐採地によって生じるばらつきは伐

採地毎に算出した調整平均の分布を対数正規分布と見なすことにより解消した。 

想定された 4 種のばらつきを解消したが伐採地を統合した推定値を算出する前に

調達した原木の妥当性を検証した。参表 1-12 に示すように 137Cs に対する推定値の

両側 90％相対信頼区間は 0.92 から 1.08 であった。調査計画段階では、両側 90％

相対信頼区間を最低限 0.80～1.25 よりも狭くなるように、なるべくなら 0.90～

1.10 に近づけるように伐採地と原木数を決定しており、当初の計画を上回る原木を

調達した。参考として以下の表４-１には原発事故前から露地栽培されていたほだ木

（接種後 2 年目のもの）による 2011 年段階における 137Cs に対する移行係数を推

測した際の両側 90％相対信頼区間を示した（森林総合研究所 2012）。両側 90％

相対信頼区間は 0.80 から 1.25 となっており、前回の調査より精度は格段に向上し

た。 

 

表 4-1 2011 年時点でのほだ木 137Cs 移行係数の推定値及び両側 90％信頼区間 

評価指標 推定値 
両側 90％信頼区間 

5％点 95％点 

137Cs 移行係数 0.43 0.34 0.53 

相対値 1.00 0.80 1.25 

 

想定された 4 種のばらつきを解消したため原木ベース及びほだ木ベースの 137Cs に

対する推定値を算出した。参表 1-12 に示すように原木ベースの 137Cs に対する移行
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係数の推定値は 3.2 であった。検証に用いる原木の伐採地が異なれば推定値は異なる

と考えられるが、本事業にて用いた原木は東日本の広範囲に渡って調達しており推定

値は概ね実態に即していると考えられる。 

 

参表 1-12 全伐採地を対象とした原木ベースとほだ木ベースの 137Cs に対する 

移行係数の推定値及び両側 90％信頼区間 

区分 評価指標 推定値 
両側 90％信頼区間 

5％点 95％点 

原木 137Cs 移行係数 3.19 (0.14)※ 2.94 3.43 

相対値 1.00 0.92 1.08 

ほだ木 137Cs 移行係数 3.22 (0.18) 2.90 3.55 

相対値 1.00 0.90 1.10 

※：括弧内の数字は標準誤差を示す。 

 

③ ほだ木ベースの移行係数 

移行係数はほだ木を用いても算出されており、ほだ木ベースの移行係数についても

調査する必要がある。参表 1-10 に示すように同一伐採地から得られたほだ木ベース

の 137Cs に対する移行係数の分布は 1 ヶ所を除いて対数正規分布に従っていること

が明らかになった。対数正規分布に従っていないとは言えなかった 1 ヶ所においても

参図 1-9 に示すように移行係数の分布は対応する理論分位数とよく一致しており、

伐採地毎の移行係数の分布は全て対数正規分布に見なせると判断した。伐採地毎に算

出したほだ木ベースにおける調整平均の分布は Shapiro-Wilk test により対数正規分

布に従っていることが明らかになった（p = 0.653）。参表 1-12 に示すようにほだ

木ベースの 137Cs に対する推定値は 3.2 であった。 

 

参図１-9  Shapiro-Wilk test により正規性がないとは言えなかったほだ木ベースの 137Cs に対する

移行係数の QQ プロット 
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原木ベースとほだ木ベースにおける 137Cs に対する調整平均間に有意差があるか

Wilcoxon signed rank test により検定したところ有意差は認められなかった（p = 

1.000）。LMM モデルから得られた原木ベースとほだ木ベースの重複面積は 91.5%

でありほぼ重なっていた。同様に LMM モデルを用いて原木ベースの分布における 95

パーセンタイル値を除外率の基準とするとほだ木ベースにおける除外率は 2.8%であ

った。各群の分布に基づき、95 パーセンタイル値を示す個体の出現率を比較した。

サンプルサイズを考慮し、フィッシャーの正確検定（Fisher's Exact Test）を用いた

結果、群間における高値個体の出現割合に有意な差は認められなかった（p = 1.000）。

原木ベースとほだ木ベースに関わらず 137Cs に対する移行係数に対して 95 パーセン

タイル値をカットオフ値にする場合に実質的な相違はないと判断した。 

原木ベースとほだ木ベースの 137Cs に対する推定値は供に 3.2 であった（参表 1-

12）。森林総合研究所（2012）において報告された 2011 年段階における移行係

数は表４-１に示すように 0.43 と大きく異なっている。同表に示した森林総合研究所

（2012）の数値は菌接種前の原木で測定された数値ではなく、原発事故前から露地

栽培されていたほだ木（接種後 2 年目のもの）に限定した数値に基づいていた。その

意味では、この数値は正確には原木ベースの 137Cs 移行係数ではなく、ほだ木ベース

の 137Cs 移行係数である。ほだ木ベースの 137Cs 移行係数としても今回の推定値とは

大きく異なっている。2011 年段階の移行係数が小さいこと、また原発事故前から露

地栽培されていたほだ木を用いたことを考慮すると、ほだ木には直接汚染による
137Cs が含まれており、ほだ木の 137Cs 濃度は過大評価されていたと推測される。一

方、土壌に降下した 137Cs は時間の経過に従い経根吸収により樹木内部へと移動して

いる。原木栽培しいたけの栄養源はほだ木の材部等であり、吸収可能な 137Cs が材部

等に蓄積したため 137Cs に対する移行係数は増加したと考えられる。 
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(2) 移行係数の変動要因 

 推定値は菌株により異なる。 

 推定値には元素、伐採地及び菌株が関与しているが、推定値に関与する要因の半分以

上は未解明であり、更なる要因の解明が必要である。 

 

① 変動要因の解明に用いる Cs 

原木栽培しいたけの移行係数を算出するための分母には原木の Cs 濃度が使用され

ている。しかし、原木に含まれている Cs の一部は何らかの成分へ強固に付着してお

り、しいたけはこれらの Cs を吸収出来ないと考えられる。植物の元素に対する正確

な移行係数を算出するには土壌中の全元素濃度よりも植物が吸収可能な可給態の元素

濃度を分母として用いる方が適しているとされている。一般的に土壌中の可給態元素

は 1mol/L 酢酸アンモニウム溶液（pH7）を用いて抽出されていることから、本事業

においても同溶液にて抽出される元素を可給態元素と見なすとともにイオン交換態

（ie）と称した。同位体の化学的性質はほぼ同等と見なすことが出来るため 137Cs と

ともに 133Cs に対する移行係数についても考慮しながら変動要因の解明に用いる Cs

を検討した。 

菌株別の原木ベースにおける 137Cs と 133Cs に対する調整平均間には参図 1-10

及び参式 1-4 に示すように有意な回帰直線が得られた（p = 0.035）。また、ie137Cs

と ie133Cs に対する調整平均間にも同図及び参式 1-5 に示すように有意な回帰直線

が得られた（p = 0.003）。これらのことは原木ベースにおいて菌株レベルの調整平

均は Cs 及び ieCs のどちらを用いても移行係数の挙動を説明出来ることを示してい

る。しかし、ieCs の係数は Cs よりも 1 に迫っており（Cs：0. 643、ieCs：0. 918）、

また ieCs の r は Cs よりも高いことから（Cs：0. 587、ieCs：0. 748）、ieCs の

方が適していると考えられる。 

 

参図１-10 菌株別原木ベースの 137Cs と 133Cs に対する調整平均間の関係 

 
133Cs と 137Cs の調整平均間の回帰式 

y ＝ 0.643x + 0.476（r = 0.587、p = 0.035）・・・参式 1-4 
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ie133Cs と ie137Cs に対する調整平均間の回帰式 

y ＝ 0.918x + 0.097（r = 0.748、p = 0.003）・・・参式 1-5 

 

「変動要因の分析・検証」におけるほだ木ベースの結果を「移行係数の検証」へ導

入するには、原木ベースとほだ木ベースにおける移行係数間に何らかの関係が必要で

ある。「移行係数の検証」では原木とほだ木のデータが揃っており、また原木ベース

における移行係数の挙動を解明するには参図 1-10 及び参式 1-5 に示すように ieCs

の方が適していることから、ieCs を中心に原木ベースとほだ木ベースにおける移行係

数間の関係について検討した。 

参図 1-11 及び参表 1-13 に示すように原木ベースの ie137Cs に対する調整平均と

ほだ木ベースの ie137Cs に対する調整平均間に有意な関係は得られなかった。同様に

原木ベースの ie133Cs に対する調整平均とほだ木ベースの ie133Cs に対する調整平均

間にも有意な関係は得られなかった。これらのことは、ほだ木ベースにおける移行係

数の変動要因解明と原木ベースにおける移行係数の変動要因解明は結びつけられない

ことを示している。そのため、原木ベース及びほだ木ベースにおける変動要因の解明

は個別に行うことにした。 

  

参図１-11 ほだ木ベース及び原木ベースにおける調整平均間の関係 

 

参表 1-13 原木ベースとほだ木ベースにおける調整平均から得られた回帰式 

核種 
回帰式 

回帰式 r p 値 

ie137Cs y = 0.312x + 0.970 0.338 0.259 

ie133Cs y = 0.201x + 1.166 0.293 0.309 

 

② 菌株による移行係数の差異 

菌株の ie137Cs に対する推定値を算出するには菌株の ie137Cs に対する移行係数の

分布が何らかの分布に従っている必要がある。そのため、個々の菌株における ie137Cs

に対する移行係数の分布について検討したところ参表 1-17 に示すように全ての菌株
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について原木ベース及びほだ木ベースにおける ie137Cs の分布は対数正規分布に従っ

ていることが明らかになった。同表には菌株毎に原木ベース及びほだ木ベースにおけ

る ie137Cs に対する推定値も示した。原木ベースにて推定値は菌株により 2.7 から

4.9、ほだ木ベースでは 3.0 から 5.8 の範囲に分布していた。菌株間における原木ベ

ース及びほだ木ベースの ie137Cs に対する調整平均に Wald カイ二乗検定による一元

配置の検定（Joint Test）を行ったところ両者とも有意差が認められ（両者とも p < 

0.001）、菌株により推定値は異なることが明らかとなった。 

 

参表 1-17 原木ベースとほだ木ベースにおける菌株の ie137Cs に対する推定値 

菌株 
原木ベース ほだ木ベース 

p 値※ 推定値 標準誤差 p 値 推定値 標準誤差 

菌株 01 0.580 4.87 0.59 0.849 5.31 0.66 

菌株 04 0.392 4.42 0.50 0.226 5.76 0.74 

菌株 08 0.296 3.59 0.41 0.230 3.80 0.44 

菌株 09 0.102 3.58 0.41 0.908 3.14 0.37 

菌株 12 0.694 3.08 0.30 0.469 2.97 0.29 

菌株 14 0.791 3.02 0.30 0.494 3.57 0.36 

菌株 15 0.346 3.91 0.47 0.765 4.38 0.51 

菌株 25 0.344 3.68 0.50 0.805 3.67 0.46 

菌株 18 0.765 4.26 0.49 0.695 4.70 0.54 

菌株 26 0.494 3.73 0.44 0.256 4.25 0.53 

菌株 27 0.329 4.17 0.48 0.761 4.54 0.59 

菌株 28 0.985 2.89 0.30 0.949 3.05 0.31 

菌株 24 0.296 3.89 0.38 0.853 3.93 0.39 

菌株 29 0.998 2.68 0.27 0.905 3.01 0.30 

菌株 30 0.342 2.71 0.31 0.974 3.25 0.39 

※：Shapiro-Wilk test による p 値を示す 

 

「主要な変動要因の分析・検証」において追加購入することによりロット数が 10

となった菌株 01 におけるロット毎に対数変換した ie133Cs に対する移行係数の分布

は Shapiro-Wilk test により正規分布に従っており（p = 0.190）、ie133Cs に対す

る移行係数の分布は対数正規分布に従っていることが明らかとなった。ロット数が 11

の菌株 14 におけるロット毎に対数変換した ie133Cs に対する移行係数の分布もまた

Shapiro-Wilk test により対数正規分布に従っていることが明らかになった（p = 

0.512）。各菌株のロット数は限定的（1〜11 ロット）であるが、主要グループにお

ける ie133Cs に対する移行係数の分布は対数正規分布であり、「移行係数の検証」に

おいても参表 1-17 に示すように原木ベース及びほだ木ベースにおける菌株の 137Cs

に対する移行係数の分布は対数正規分布に従っていることから、「主要な変動要因の

分析・検証」に用いた菌株のほだ木ベースにおける ie133Cs に対する移行係数の分布

は対数正規分布に従うと判断した。参表 2-1 にはほだ木ベースにおける菌株毎の

ie133Cs に対する推定値を示した。菌株間におけるほだ木ベースの ie133Cs に対する

調整平均に Wald カイ二乗検定による一元配置の検定（Joint Test）を行ったところ

有意差が認められ（p < 0.001）、菌株により推定値は異なることが明らかとなった。

菌株差はこれまであまり着目されていなかったが今後は食品基準値を視野に入れた菌
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株の育種も必要と考えられる。 

 

参表 2－1 菌株毎の ie133Cs に対する推定値 

菌株 推定値 標準誤差 ロット数 

菌株 01 3.78 0.34 10 

菌株 02 3.52 0.60 3 

菌株 03 3.82 0.91 1 

菌株 32 5.20 1.37 1 

菌株 04 3.84 0.56 3 

菌株 05 4.07 0.93 1 

菌株 06 3.73 0.44 5 

菌株 07 2.21 0.50 2 

菌株 08 3.54 0.49 4 

菌株 09 4.21 0.61 4 

菌株 10 3.83 0.66 2 

菌株 11 3.33 0.43 4 

菌株 12 5.41 1.43 1 

菌株 13 2.28 0.60 1 

菌株 14 3.33 0.27 11 

菌株 15 3.34 0.57 2 

菌株 16 2.95 0.51 2 

菌株 18 2.94 0.66 2 

菌株 19 1.90 0.50 1 

菌株 31 4.11 0.92 2 

菌株 17 6.30 1.17 2 

菌株 20 3.63 0.63 2 

菌株 21 4.27 0.77 2 

菌株 22 4.93 1.30 1 

菌株 23 2.56 0.32 4 

菌株 24 5.36 0.72 4 

 

図 3-1 に示した追加購入したほだ木から得られた菌株 01 及び菌株 14 の ie133Cs

に対する移行係数の推定値はそれぞれ 3.8 と 3.3 であり t-test により有意差は認め

られなかった（p = 0.268）。各菌株の推定値は参表 2-1 に示した推定値と異なって

いるが（菌株 01：3.4、菌株 14：3.6）、前者は幾何平均であり後者は LMM モデル

から算出した推定値のためである。LMM モデルからも追加購入した 2 菌株間には多

重比較（Sidak 法）の結果有意差は認められなかった（p = 1.000）。偶然推定値が

近似した菌株を選抜したためと考えられる。 

 

  



33 

③ 移行係数に影響を与える元素 

移行係数の値はさまざまな要因によって影響されていると考えられる。たとえばコ

メや大豆の場合には、土壌中の交換性カリウム量が大きいと移行係数が低くなること

が知られている（例えば Yamamura et al. 2018；Fujimura et al. 2025）。米作

に関しては、137Cs がコメに混入するのを防ぐために、一部の地域ではカリウム上乗

せ施用が実施されてきた。原木栽培しいたけに関しても米作におけるカリウム上乗せ

施用のような有効な対策が模索されている。 

移行係数を下げるための有効な方策を知るためには、まず移行係数に影響を与える

変動要因を定量的に明らかにしなければならない。移行係数を左右する有効な要因が

見つかれば、原木段階でその要因を測定してスクリーニングを行い、適切な原木だけ

を合格させることにより、子実体の放射性セシウム濃度を低下させることも可能とな

りうる。また、原木に問題が認められた場合でも、その原木を適切な環境で管理する

ことにより、問題となる要因を排除することができれば、子実体への移行係数を低下

させることもできるかもしれない。 

参表 1-14 に示すように伐採地の影響を無視したモデルによる原木ベースの

ie137Cs 及び ie133Cs に対する移行係数には共通して N による負の影響が認められた

（ie137Cs：-0.95、ie133Cs：-0.44）。しかし R 2 が示すように移行係数に対するこ

れらの元素の影響は限定的である（ie137Cs：R 2 = 0.182、ie133Cs：R 2 = 0.047）。

参表 1-15 に示すように伐採地の影響を考慮したモデルにおいて原木ベースの

ie137Cs 及び ie133Cs に対する元素の影響はそれぞれ 8%及び 6%、ie137Cs 及び

ie133Csに対する伐採地の影響はそれぞれ 32%及び 17%であり、ie137Cs及び ie133Cs

に対する元素と伐採地の以外の影響はそれぞれ 60%及び 77%となる。 

 

参表 1-14 伐採地の影響を無視したモデルにおける ieCs に対する移行係数と元素濃度の関係 

 回帰式※ R 2 adjusted R 2 p 値 

原木ベース 
ie137Cs = 0.15ieP - 0.95N + 1.91 0.182 0.174 < 0.001 

ie133Cs = -0.44N + 1.59 0.047 0.043 < 0.001 

ほだ木ベース 
ie137Cs = -0.29ieK - 0.49N + 1.69 0.121 0.113 < 0.001 

ie133Cs = -0.32ieK - 0.59N + 1.73 0.182 0.176 < 0.001 

※：回帰式中の log は省略して記載。 

 

参表 1-15 伐採地の影響を考慮したモデルにおける ieCs に対する移行係数と元素濃度の関係 

 回帰式※1 
R 2 

Conditional Marginal 

原木ベース 
ie137Cs = -0.15 ieK + 0.10 ieP - 0.53 N※2 + 1.73※2 0.396 0.081 

ie133Cs = -0.22 ieK※2 + 0.04 ieP - 0.26 N + 1.58※2 0.228 0.055 

ほだ木ベース 
ie137Cs = -0.22 ieK※2 - 0.12 ieP - 0.15 N + 1.42※2 0.235 0.067 

ie133Cs = -0.16 ieK - 0.15 ieP※2 - 0.13 N + 1.38※2 0.377 0.090 

※1：回帰式中の log は省略して記載。 

※2：p 値が 5%より小さい係数を示す。 
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参表 1-14 に示すように伐採地の影響を無視したモデルによるほだ木ベースの

ie137Cs 及び ie133Cs に対する移行係数には共通して ieK 及び N による負の影響が認

められた（ie137Cs：ieK = -0.29、N = -0.49、ie133Cs：ieK = -0.32、N = -0.59）。

しかし、ほだ木ベースにおいても R 2 が示すように移行係数に対するこれらの元素の

影響は限定的である（ie137Cs：R 2 = 0.121、ie133Cs：R 2 = 0.182）。参表 1-15

に示すように伐採地の影響を考慮したモデルにおいて原木ベースの ie137Cs 及び

ie133Cs に対する元素の影響はそれぞれ 7%及び 9%、ie137Cs 及び ie133Cs に対する

伐採地の影響はそれぞれ 17%及び 29%であり、ie137Cs 及び ie133Cs に対する元素

と伐採地の以外の影響はそれぞれ 77%及び 62%であった。 

「主要な変動要因の分析・検証」からも菌株の影響を無視したモデルである参式 2-

1 からほだ木ベースの ie133Cs に対する移行係数には ieK と N による負の影響が認め

られ、ie133Cs に対する移行係数に関して ieK の係数は-0.46 であり、また N の係数

は-0.62 であった。菌株の影響を考慮したモデルである参式 2-2 からほだ木ベース

の ie133Cs に対する元素の影響は 24%、ie133Cs に対する菌株の影響は 3%であり、

ie133Cs に対する元素と菌株の以外の影響は 73%であった。 

 

菌株の影響を無視したモデルにて対数変換した ie133Cs に対する移行係数を目的変

数、対数変換した ieK、ieP 及び N 濃度を説明変数として、BIC を基準としたステッ

プワイズ法による変数選択を伴う重回帰分析による回帰式 

log(ie133Cs) = -0.46log(ieK) - 0.62 log(N) + 1.75 

（R 2 = 0.238、adjusted R 2 = 0.231、p < 0.001）・・・参式 2-1 

 

菌株の影響を考慮したモデルでは対数変換した ie133Cs に対する移行係数を目的変

数、対数変換した ieK、ieP 及び N 濃度を説明変数、菌株を変動効果とする線形混合

モデルを用いた回帰式 

log(ie133Cs) = -0.43log(ieK) + 0.00 log(ieP) - 0.65 log(N) + 1.76 

（Coditional R 2 = 0.269、Marginal R 2 = 0.240）・・・参式 2-2 

 

Cs は K を吸収する際に誤って吸収するとされていることから移行係数に関与する

要因として K は注目されており、また菌床栽培では K よりも N の方が移行係数に対

して支配的であることが示されており、参表 1-14 及び参表 1-15 示すようにこれら

の元素はある程度移行係数に影響を与えていると考えられる。しかし、参表 1-4 と参

図 1-4 及び参表 1-5 と参図 1-5 に示すように、伐採地間における原木の K 及び N

濃度の差異は小さいためこれらの影響は顕在化しなかったとも考えられる。一方、参

表 1-14 及び参式 2-1 に示すように子実体が発生する段階で K 及び N は移行係数を

低下させる効果を有しており、原木段階における K と N の影響は何らかの要因によ

ってマスクされているとも考えられる。移行係数に関与する要因の半分以上は未解明

であり、更なる要因の解明が必要である。 
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④ 移行係数と発生量の関係 

移行係数には元素、伐採地及び菌株以外にも影響を与えている要因の存在が示唆さ

れた。参表 1-16 に示すように原木ベースの移行係数と傘収穫量間には有意な相関関

係が認められたことから、傘収穫量は要因の 1 つと考えられる。しかし、傘収穫量の

制御は温度等の環境因子に依存していると想定される複合的な指標であり、現時点で

の直接的な制御は困難であると考えられる。移行係数の低減には傘収穫量と栽培条件

の相関を詳細に解析し、間接的な制御パラメータを特定することも必要と考えられる。 

 

参表 1-16 傘収穫量と移行係数の関係 

 核種 r p 値 

原木ベース ie137Cs -0.177 0.014 

ie133Cs -0.166 0.013 

ほだ木ベース ie137Cs -0.122 0.091 

ie133Cs -0.139 0.034 
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(3) 移行係数の推移 

 137Cs に対する推定値は 3.2 近辺で推移すると考えられる。 

 

平成 24 年（2012 年）の報告では移行係数は 0.43 と報告されており今回の移行

係数とは異なっている。当時の調査では原発事故により大気中に放出された 137Cs が

直接降下したほだ木を用いたことが差異の主因と考えられる。移行係数は子実体の
137Cs 濃度を原木（ほだ木）中 137Cs 濃度で除算することにより算出されるが、樹皮

に直接降下した 137Cs 濃度を分母に加味してしまったため移行係数は過小評価された

と推測される。一方、原発事故から 10 年以上経過して地上に降下した 137Cs は樹木

の経根吸収により樹木内部へ移行している。原木栽培しいたけの主要な栄養源はほだ

木の内樹皮と辺材に存在しており、吸収可能な 137Cs がこれらの部位に増加したため

移行係数は増加したと推測される。 
133Cs は自然界に存在する微量元素であり、一定の生育環境における原木中の 133Cs

の分布と動態は定常状態にあると予想される。きのこへの 137Cs の移行係数と 133Cs

の移行係数に違いが無ければ、原木からきのこへの 137Cs の吸収移行も、133Cs と同

様に定常状態に達している可能性が高い。日本では GFO が非常に低濃度ながら各地

で観測されており、北陸地方における GFO の降下量は相対的に高いが、2011 年の

福島第一原発事故の影響はほとんど受けていないことが明らかになっている。GFO が

降下してから既に 60 年以上経過していることから北陸地方の原木における 137Cs は

定常状態に達していると考えられる。 

「移行係数の検証」より伐採地毎に得られた 137Cs と 133Cs に対する調整平均及び

本調査にて伐採地毎に得られた 137Cs と 133Cs に対する調整平均に対して分散分析を

行ったところ有意差は認められなかった｛F(3, 65.4) = 2.07、p = 0.113｝。 

森林内における 137Cs は既に定常状態に達しているとされていることから、137Cs

に対する推定値は「移行係数の検証」にて得られた 3.2 近辺で推移すると考えられる。 
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□□  参参考考資資料料：：ここれれままででのの実実績績  

１．移行係数の検証 

(1) 栽培管理体制及び試験体測定体制の確立 

移行係数の再評価にあたり、検証用ほだ木の栽培管理、初回及び２回目に発生した子

実体並びに初回子実体発生後の検証用ほだ木の放射性物質濃度の測定を行うための令和

４～６年度の役割分担は以下のとおり実施されており、令和７年度も同様の体制で実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 連携主体別役割分担 

連携主体 主な役割 

福島県林業研究センター※ 原木から子実体への放射性物質の移行状況の検証に必

要な原木の管理、植菌及び子実体の栽培・管理 

栃木県林業センター 同上 

森林総合研究所 原木及び子実体の 137Cs、133Cs、K、N、P 濃度を測定 

株式会社環境研究センター ほだ木及び子実体の N を一部測定 

検討委員会 試験計画確定、試験体（原木、種菌）の選定、試験体採

取・管理方法等の確定、試験体測定結果の検討 

日本特用林産振興会 

株式会社都市環境研究所 

事業全体調整、検討委員会の運営 

関係機関への試験依頼、栽培・管理の依頼 

試験用原木の確保、種菌の選定・確保、関係機関に配送 

子実体の栽培・管理に必要な資材等の提供 等 

※：福島県林業研究センターは令和４年度～令和６年度   

日本特用林産振興会 
(株)都市環境研究所 

林野庁 

移行係数の検証 

森林総合研究所 
（株）環境研究センター 

試験体の 
放射性物質濃度の測定 

福島県林業研究センター
※ 

 
栃木県林業センター 

ほだ木の栽培・管理 
栽培・管理（280 検体） 

開催 

契約 

実施 
指導 

依頼 

再委託 

検討委員会 
・（国研）森林研究・整備機構森林総合研究所 
・（国研）農業・食品産業技術総合研究機構 
・福島県林業研究センター※ 
・栃木県林業センター 
 
・オブザーバー：岩手県、宮城県、福島県、栃木県、茨城県、

千葉県、群馬県 

原木の購入・試験体の採取 
（6 県・13 箇所×16 本=208 検体）→6 県・14 箇所×20 本=280 検体）  

ＧＦＯ原木の栽培・管理
（60 体） 

依頼 
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(2) 移行係数の検証に供する条件等 

① 原木等の確保、検証用ほだ木の栽培管理 

令和４～６年度の事業で行われた原木等の確保、測定、検証用のほだ木の栽培管理

の条件は次のとおり実施されており、令和７年度も同じ条件で実施した。 

 

表 検証用原木等の確保条件 

項 目 実施結果 

ⅰ）移行係数の検証に供する原

木等の確保の条件 

・可能な限り東日本地域の複数の県内における様々な原

木林から採取するものとし、６県の 14 箇所から各 20

本、計 280 本の試験体（コナラ）を確保した。 

・原木林の空間線量率についても計測・記録した。 

・地況の異なる原木林を選定するよう対応した。 

・原木の採取地は、可能な限り 20～50Bq/kg の範囲の原

木が多く含まれる可能性がある採取地を選定した。 

ⅱ）放射能濃度の測定 ・原木から採取した試験体（おが粉）について森林総合

研究所で、重量、含水率、137Cs、133Cs、K を測定した。 

・137Cs については、0.7 リットルのマリネリ容器を用い、

ゲルマニウム半導体検出器で 10％の係数誤差範囲内

で測定した。 

・133Cs と K については硝酸よる湿式灰化後、ICP-MS によ

り測定した。 

ⅲ）移行係数の検証に供する植

菌の確保 

・種菌は、令和３年度のアンケート調査の中で使用され

ることが多かったものを基本に、福島県や栃木県で一

般的にしいたけ生産農家が使用している種菌を加え、

福島県林業センター、栃木県林業研究センターにてそ

れぞれ 10 種菌を選定した。 

・植菌時期、植菌数は、種菌メーカーと協議し推奨され

ているものとした。 

 

表 検証用ほだ木の栽培管理の条件 

項 目 実施結果 

ⅰ）検証用ほだ木の栽培管理体

制の整備 

・検証用ほだ木 280 本の栽培管理体制等については、福

島県林業センター、栃木県林業研究センターに、栽培

管理を依頼した。 

ⅱ）ほだ木の栽培管理 ・福島県林業センター、栃木県林業研究センターにて、

施設栽培での一般的な栽培方法に従い栽培管理を行

う。その際、検証用ほだ木は直接土壌との接触を避け

て土壌からの再汚染を防止した。 

・令和 5 年度から同 6 年度にわたり、初回及び２回目に

発生した八分開きの状態の子実体を採取した。 

ⅲ）補足的な原木の調達 ・補足的に原木等を必要とする場合は、林野庁と協議の

上、調達した。 
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② 検証用ほだ木から発生した子実体の放射性物質濃度の計測 

検証用ほだ木から発生した子実体の放射性物質濃度の計測の条件は次のとおり。 

 

表 検証用ほだ木から発生した子実体の放射性物質濃度の計測の条件 

項 目 実施結果 

ⅰ）検証用ほだ木から発生した子実体の放射

性物質濃度の計測 

・検証用ほだ木 280 本から初回発生した子

実体及び２回目発生した子実体について、

放射性物質濃度の計測を行った。 

ⅱ）子実体の採取、計測事項 ・初回及び２回目発生分の八分開き状態で

採取した子実体について、生重量、含水率

を計測し、柄の部分は切除し傘の部分のみ

を検体とした。 

ⅲ）放射性物質検査の方法 ・検体についてゲルマニウム半導体検出器

等を用いて、放射性物質検査を実施した。

計測値は、絶乾ベースとするが、子実体の

含水率は食品成分表に準ずるものに換算

した。 
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(3) 分析方法 

(1) 移行係数の検証に供する原木の調達方法 

① 原木の調達 

必要サンプル数を計算するために、まず移行係数の変動の仕方について仮定を置く

必要がある。移行係数の変動に関して、移行係数がさまざまな要因のかけ算で生成さ

れており、それぞれの要因の影響の大きさが時間的空間的に変動していると考えられ

る。この場合には、もとの誤差変動分布の形状がいかなる分布であったとしても、中

心極限定理により対数スケールで等分散正規分布が生成されると期待できる。そのた

め、ここでは対数スケールの平均に関して議論を行うことにする。対数スケールでの

平均は真数スケールでは幾何平均になるため、今の場合は幾何平均で議論を行ってい

ることになる。 

ただし、移行係数の調査は通常は「階層構造」をもっている。検体の収集に当たっ

ては、対象地域全体からランダムサンプリングで検体が採取されることはない。たと

えば「原木採取地点のサンプリング」と「採取地点内部での樹のサンプリング」とい

った 2 段サンプリングが採用されている。このような場合にも対数スケールであれば

各階層で等分散正規分布を仮定して厳密に議論を進めることが可能である。ここでは

対数スケールで各階層に関わる誤差変動を考慮して推定を行う。 

調査計画を決定する前に、まず精度を定義しなければならない。誤差変動が存在す

るため、移行係数の推定値は真の値とは離れているかもしれない。しかし、たとえ離

れていたとしても、それが「同等であると判断される範囲内」に収まっていれば問題

はないと考えられる。そのため、ここでは「同等性検定」の基準を準用する。欧州医

薬品庁（EMA 2010）や厚生労働省（2020）では「同等性」の要件として、二つの

薬剤の比の両側 90％信頼区間が 80%～125%に入ることだと定めている。言い換え

れば、下側 5％限界が基準値の 80％以上であり、かつ、上側 5％限界が基準値の

125％以下であることと定めている。この基準は二つの薬剤の比較に限らず、推定値

一般に適用することができる。すなわち、推定値の両側 90％信頼区間を推定値で割

った値（90％相対信頼区間）が 80%～125%に入っていれば、「真値が推定値の 1.25

倍以上である」という仮説が 5％危険率で棄却され、かつ、「真値が推定値の 0.8 倍

以下である」という仮説も 5％危険率で棄却される。その意味で推定値の精度を保証

することが可能になる。 

精度の基準としては、欧州医薬品庁よりも厳しい基準もしばしば用いられてきた。

かつて国内の薬剤分野では、期待値の 0.1 倍の違い以内であれば「同等」と見なすと

いう考え方が多かった（森川 1994；魚井 1994；吉村 1994）。植物検疫処理の同

等性については、Sgrillo（2002）は 90%～110％の例を議論している。なお、厚生

労働省のガイドラインでは、薬剤効果の比の両側 90%信頼区間が「80%～125%」

の範囲に入っていなくても、ある条件が満たされている場合には、対数値の平均値の

差が「90%～111%」の範囲内であれば同等だと認められている。 

こうした状況を踏まえ、移行係数の推定にあたっては、推定値の相対的な両側 90％

相対信頼区間が 80%～125%の間に入ることを最低限の条件とし、なるべく 90%～

110%に近づけるのが妥当だと判断された。2020 年までに栃木県、福島県、宮城県

で採取された予備データを用いて検討した結果、両側 90％相対信頼区間が 80%～
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125%よりも狭く、90%～110%よりも広くなるような過不足のないサンプル数と

しては、13 地点から各地点 16 本ずつを採取し、合計 16 本×13 地点=208 本を採

取するのが妥当だと判断された。この計算に基づき、少し余裕を持ってサンプルを採

取することにした。 

原木採取地として東日本の 14 箇所を選定した。選定した原木林の緯度、経度およ

び標高を GPS により、北を基準とした下り斜面の方向と傾斜角をクリノメーターに

より、また１箇所につき５箇所の空間線量率を NaI(Tl)シンチレーション式サーベイ

メータの時定数を 30 秒として測定した。１箇所につき長さ約 120cm の原木 20 本

を採取した。移行係数の検証にあたり調達した原木は次のとおり。 

 

表 調達した原木の採取地表 

番

号 
調達場所 

推測される原発事故に

よる直接汚染の有無 

 番

号 
調達場所 

推測される原発事故に

よる直接汚染の有無 

１ 岩手県 無し  ８ 茨城県 有り 

２ 宮城県 有り  ９ 茨城県 無し 

３ 宮城県 有り  10 栃木県 有り 

４ 福島県 有り  11 栃木県 無し 

５ 福島県 無し  12 栃木県 有り 

６ 福島県 有り  13 群馬県 有り 

７ 福島県 有り  14 群馬県 無し 

※各調達場所から 20 本ずつ調達。 

※調達及び管理方法は P46 マニュアル参照 
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森川敏彦 (1994) 同等性問題再考. 計量生物学, 15:111–138 

Sgrillo R (2002) Efficacy and equivalence of phytosanitary measures: A 

discussion and reference paper prepared for the IPPC Expert Working 

Group on the Efficacy of Phytosanitary Measures, Imperial College, UK 

2-4 July 2002 

魚井徹 (1994) 企業からみた同等性評価の問題. 計量生物学, 15:75–91 

吉村功 (1994) 検証的比較臨床試験の計画において考慮すべきこと — ICH ガイド

ラインの理解のために —. 統計数理, 46:81–95 

 

② 試料の調整及び測定 

原木の両端をチェーンソーにて切断して長さを約 90cm に整えるとともに、厚さ約

3cm の円盤および切断時に生じる木粉を採取した。円盤は 105℃にて恒量まで乾燥

し、乾燥前後の重量から含水率を算出した。 

切断時に生じた木粉は 60℃にて約３日間風乾後 0.7L のマリネリ容器に充填し、
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ゲルマニウム半導体検出器により測定した放射性セシウム（137Cs）の崩壊時に生じる

661.6 keV のガンマ線に由来するピークの計測数から木粉の 137Cs 放射能濃度を算

出した。測定にあたりピーク計測数の標準偏差を測定開始からの総ピーク計測数にて

除すことにより算出される計測誤差（σ）が 10%以下となるよう、測定時間は 30 分

から 24 時間に設定した。また検出下限値はσの３倍として算出した。137Cs 放射能

濃度の測定に用いた木粉は別途 105℃にて乾燥して含水率を測定し、乾燥重量基準に

おける 137Cs 放射能濃度を算出した。 
137Cs 放射能濃度の測定に使用した木粉を 105℃にて乾燥後ミルサーにより粉砕

し、得られた約 0.5g の試料を用いて硝酸による湿式灰化後、誘導結合プラズマ質量

分析装置（ICP-MS）により安定セシウム（133Cs）濃度およびカリウム（K）濃度を

測定した。133Cs 濃度の測定に用いた木粉は別途 105℃にて乾燥して含水率を測定

し、乾燥重量基準における 133Cs 濃度および K 濃度を算出した。 

統計解析において危険率は５％とし、P-value（Ｐ値）が 0.05 未満と算出された

場合は有意若しくは有意差有りとした。 

これらの試験に係る環境は P97 参照（以下、試験環境に係る参照頁は同じ）。 

 

(2) 子実体の発生回数が子実体のセシウム濃度に与える影響に係る試験体調達及び分析

方法(その 1)  

① 原木の調達 

令和 4 年 4 月にコナラ原木へしいたけ菌を植菌したほだ木 10 本を令和 5 年７月

に原木しいたけ栽培農家から購入した。 

② 栽培方法 

購入後、直ちに１晩浸水処理し、芽出し処理（室温 17℃、湿度 90%、8:00～17:00 

光照射、17:00～翌日 8:00 暗黒下）を行った。２日目にはしいたけの原基が確認さ

れたため、発生処理（8:00～17:00 室温 26℃、湿度 90%、光照射：17:00～翌日

8:00 室温 16℃、湿度 90%、暗黒下）に移行し、６日目から 10 日目にかけて８分

開きの子実体を収穫した。その後の 71 日間は発生処理と同様の条件にてほだ木を養

生した。浸水処理から養生までのサイクルを繰り返し行い、ほだ木から子実体を合計

３回収穫した。 

③ 試料調整 

収穫した子実体から軸を切除して傘のみをスライスし、60℃にて一晩、更に 105℃

にて一晩乾燥後ミルサーにより粉砕した。 

④ 測定及び統計解析 

約 0.5g の試料を用いて硝酸による湿式灰化後、誘導結合プラズマ質量分析装置

（ICP-MS）により安定セシウム（133Cs）濃度を測定した。133Cs 濃度の測定に用い

た試料は別途 105℃にて乾燥して含水率を測定し、乾燥重量基準における 133Cs 濃

度を算出した。 

統計解析において危険率は５％とし、p-value（p 値）が 0.05 未満と算出された

場合に有意若しくは有意差有りとした。 
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(3) 子実体の発生回数が子実体のセシウム濃度に与える影響に係る試験体調達及び分析

方法(その２)  

① 試料 

「移行係数の検証」に用いたほだ木の中から 5 回以上子実体が発生したほだ木を選

抜し、更にこれらのほだ木の中から原木の 137Cs 濃度を考慮して 5 本を選抜した。選

抜した 5 本のほだ木から得られた子実体を検体として用いた。 

② 試料調整、測定及び統計解析 

1 回目に発生した子実体傘の両 Cs 濃度は「移行係数の検証」における測定値を用

いた。2 回目から 5 回目に発生した子実体傘の両 Cs 濃度は「移行係数の検証」と同

様に調整後測定した。統計解析も「移行係数の検証」と同様に行った。 

 

(4) 移行係数の再評価に係る試験体調達及び分析方法 

① 試料調整 

令和 6 年度までに調達した原木及び栽培担当機関にて栽培試験に供したほだ木に

含まれる各元素濃度を測定するため、原木及びほだ木をチェーンソーにて切断し、そ

の際に生じた木粉を使用した。ほだ木の切断時には含水率及び密度を測定するため、

厚さ約 3cm の円盤も採取した。ほだ木の 137Cs 放射能濃度測定には 60℃にて３日

間乾燥した木粉をそのまま用いたが、その他の測定には 105℃にてさらに２日間以上

乾燥した後、ミルサーにより粉砕したものを使用した。栽培担当機関にて収穫された

子実体の傘に含まれる各元素濃度を測定するため、軸を取り除いてスライスした傘を

60℃にて１晩乾燥後、さらに 105℃にて２日間以上乾燥してからミルサーにより粉

砕した。 

② 測定及び統計解析 

原木 280 本のイオン交換態放射性セシウム（ie137Cs）、イオン交換態安定セシウ

ム（ie133Cs）、イオン交換態カリウム（ieK）、イオン交換態リン（ieP）及びチッソ

（N）濃度を測定するとともに、一部を除き本事業期間内に発生した子実体傘の 137Cs、
133Cs、カリウム（K）、リン（P）及び N 濃度を測定した。また、当該ほだ木につい

ては含水率、湿重量密度、乾燥重量密度、137Cs、ie137Cs、133Cs、ie133Cs、K、ieK、

P、ieP 及び N 濃度を測定した。 

ほだ木及び子実体傘の 137Cs 放射能濃度は、0.7L のマリネリ容器及び U-8 容器に

試料をそれぞれ充填し、ゲルマニウム半導体検出器により検出された 137Cs 崩壊時に

生じる 661.6 keV のガンマ線に由来するピークの計測数から 137Cs 放射能濃度を算

出した。測定にあたりピーク計測数の標準偏差を測定開始からの総ピーク計測数にて

除すことにより算出される計測誤差（σ）が 10%以下となるよう、測定時間は 30 分

から 24 時間に設定した。また検出下限値はσの３倍として算出した。 

原木及びほだ木の ie137Cs 放射能濃度は、木粉 12g に対し 1mol/L の中性酢酸ア

ンモニウム 120mL を添加して 16 時間以上撹拌抽出後、遠心分離に引き続き最終的

に孔径 0.45µm の親水性 PTFE メンブランフィルターにてろ過した抽出液を U-8 容

器に充填してからゲルマニウム半導体検出器により測定した。なお、原木の 137Cs 放

射能濃度から ie137Cs 放射能濃度が低濃度と判断される場合は、木粉 80g に対して

1mol/L の中性酢酸アンモニウム 800mL を添加して同様の処理により得られたろ液



44 

を 45℃にて減圧濃縮してから U-8 容器に充填した。これらの測定条件は上記 137Cs

放射能濃度の測定と同様とした。 

ほだ木及び子実体傘の 133Cs、K 及び P 濃度は、粉砕した約 0.5g の試料を用いて

硝酸による湿式灰化後、誘導結合プラズマ質量分析装置（ICP-MS）により測定した。

原木及びほだ木の ie133Cs、ieK 及び ieP 濃度は、約 1g の試料に対して 1mol/L の

中性酢酸アンモニウム 10mL を添加して 16 時間以上撹拌抽出後、孔径 0.45µm の

親水性 PTFE メンブランフィルターにより得られたろ液 5mL を同様に湿式灰化し、

ICP-MS により測定した。 

各試料の N 濃度は、粉砕した試料約 20mg を用いて燃焼法により測定した。なお、

一部の試料については外部委託し、外部機関においても N 濃度は燃焼法により分析し

た。 

各元素濃度の測定に用いた試料は別途 105℃にて乾燥して含水率を測定し、乾燥重

量基準にて算出した後、原木及び子実体傘の含水率をそれぞれ 12%及び 88.3%とし

て生重量基準の移行係数を算出した。 

ほだ木の含水率及び密度は、ほだ木から厚さ約 3cm の円盤を採取し、生重量、体

積及び 105℃にて恒量になるまで乾燥した際の乾燥重量から算出した。 

統計解析において危険率は５％とし、p 値が 0.05 未満と算出された場合は有意若

しくは有意差有りとした。 

測定実施数を下表に示した。 

 

表 測定実施項目（実績） 

（単位：試験体数） 

 原木 ほだ木 

分析  1 回目発生後 

項目 総数 R4 
測定数 

R5 
測定数 

総数 R5 
発生数 

R5 
測定数 

R5 
残数 

R6※6 
発生数 

R6 
測定数 

R7 
測定数 

137Cs 280 263※2   170※5 168 84 84 105 86 
133Cs 280 280  183 168 90 78 105 60 45 

Ｋ 280 280  183 168 90 78 105 60 45

Ｐ 280  280 183 168 90 78 105 60 45 

Ｎ 280  280 184 168 89 79 105 105 

Ｎ ※1   （67） (53)     (53) 

ie137Cs※4 280  262※3 170※5 168 84 84 105 86 

ie133Cs※4 280  280 183 168 90 78 105 60 45 

ieＫ 280  280 183 168 90 78 105 60 45

ieＰ 280  280 183 168 90 78 105 60 45 

※1 試験体のうち、放射性物質濃度が 100Bq/kg を超えたものを（株）環境研究センターで測定する。 
（内書き）。 

※2 17 本については、137Cs の検出下限値以下であった。 
※3 18 本については、ie137Cs の検出下限値以下であった。 
※4 「ie」は、イオン交換態 
※5 19 本については、137Cs 及び ie137Cs の検出下限値以下であった。 
※6 7 本については子実態未発生であった。 
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表 測定実施項目（実績） 

（単位：試験体数） 

 子実体 

分析  1 回目発生 

項目 総数 R5 
発生数 

R5 
測定数 

R5 
残数 

R6 
発生数 

R6 
測定数 

R7 
測定総数 

137Cs 112※7 168 142 26 105 86  
133Cs 156 168 117 51 105 61  44

Ｋ 156 168 117 51 105 61  44

Ｐ 156 168 117 51 105 61  44

Ｎ 183 168 89 79 105 104  

Ｎ ※1 (77)  (79)   (77)  

※1 試験体のうち、放射性物質濃度が 100Bq/kg を超えたものを（株）環境研究センターで測定する。 
（内書き）。 

※7 19 本については、137Cs の検出下限値以下であった。 
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(5) 移行係数検証用原木の調達に係るマニュアル 

試験体の調達にあたり、関係者が、効率的に試験体を確保できるよう、視覚的なわ

かりやすさに配慮した作業マニュアルを作成した。 
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(4) 分析結果 

(1) 移行係数の検証に供する原木の分析結果 

① 原木の採取地 

調達した原木の採取地表（P41 表 調達した原木の採取表）に示す通り、分析に供

する原木は東日本の 6 県 13 市町村から採取した。原木採取地の緯度は 36º15'15"

から 38º59'56"に、また経度は 138º51'58"から 141º22'43"に及んでおり、最

小および最大の緯度および経度から算出される原木採取区域の最大距離は約 377km

であった。原木林の更新年は推定年も含めて 1993 年から 2016 年と幅広く、2011

年以前に更新した原木林は直接汚染の影響を受けていると推測されるが、その影響に

ついては 137Cs 放射能濃度と 133Cs 濃度等の関係から見極める必要がある。空間線量

率は 0.03 µSv/h から 0.19 µSv/h と幅広く、空間線量率の平均は 0.12 µSv/h、

標準編は 0.10 であった。 

 

② 調達した原木の 137Cs 濃度 

正確な 137Cs 濃度を得るため測定誤差が 20%より大きい測定値は除外した。参表

1-1 及び参図１-1 には調達した原木の含水率を 12％に換算した際の 137Cs 濃度及

び 137Cs 濃度分布をそれぞれ示した。 

 

参表 1-1 含水率を 12％とした原木の 137Cs 濃度（Bq/kg） 

採取地 平均 標準偏差 最大値 最小値 中央値 

FK-HR 38.9 16.6 75.9 9.0 40.7 

FK-MY 56.2 38.9 129.5 6.3 43.4 

FK-SK 19.5 12.7 49.4 2.4 18.8 

FK-SU 112.9 18.7 163.0 89.1 110.7 

GN-OM      

GN-TM 1.4 0.5 2.7 0.8 1.3 

IB-HO 2.8 0.7 4.8 1.7 2.8 

IB-TN 8.8 5.0 18.7 3.1 7.4 

IW-IC 29.5 15.5 54.5 1.0 32.1 

MY-KW 21.4 8.1 40.9 11.6 20.7 

MY-MR 234.1 122.2 498.4 93.9 171.7 

TC-MT 40.5 13.5 69.0 19.6 37.7 

TC-NX 181.2 62.2 335.6 91.5 172.3 

TC-NZ 50.4 29.7 120.1 14.2 49.5 

全体 62.8 80.7 498.4 0.8 31.9 



57 

 

参図１－１ 含水率を 12％とした原木の放射性セシウム（137Cs）濃度分布 

下ヒゲ：10%点、箱下境界線：25%点、黒実線、中央値、赤線：平均、 

箱上境界線：75%点、上ヒゲ：90%点、黒丸：外れ値 

 

③ 原木の含水率 

参表 1-2 には調達した原木の含水率を示した。伐採時における原木全体の平均含

水率は 41.8%および標準偏差は 1.7%であった。原木採取地間の含水率には一元配置

分散分析により有意差が認められた（p < 0.001）。 

 

参表 1-2 調達した原木の含水率（%） 

採取地 平均 標準偏差 最大値 最小値 中央値 

FK-HR 42.9 1.1 45.4 40.0 43.0 

FK-MY 42.7 1.4 46.2 39.2 42.8 

FK-SK 41.9 1.2 43.8 39.7 41.9 

FK-SU 40.3 1.9 43.3 36.8 39.9 

GN-OM 42.4 1.2 45.4 40.3 42.5 

GN-TM 43.2 2.1 47.0 39.4 43.6 

IB-HO 42.5 0.9 44.3 40.3 42.5 

IB-TN 40.5 1.0 42.9 38.8 40.3 

IW-IC 42.7 1.0 44.4 40.5 42.8 

MY-KW 41.3 1.7 44.6 38.5 41.6 

MY-MR 40.0 1.6 43.4 38.0 39.6 

TC-MT 41.0 1.4 43.8 39.1 41.1 

TC-NX 42.5 1.2 44.3 40.5 42.6 

TC-NZ 41.1 1.1 42.9 38.8 41.0 

全体 41.8 1.7 47.0 36.8 42.1 
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④ 原木の 137Cs 濃度と空間線量率の関係 

参図１-２には含水率を 12％とする原木 137Cs 濃度の対数と空間線量率間の関係

を示した。空間線量率と原木の 137Cs 濃度間には 

y = 4.557x + 0.794（r = 0.645、p = 0.013）・・・参式 1-1 

とする有意な回帰直線が認められた。 

 

参図１-2 原木の平均放射性セシウム（137Cs）放射能濃度と空間線量率の関係 

点の上下に示した線は標準偏差を示す 

 

⑤ 安定セシウム（133Cs）濃度 

参表 1-3 及び参図１-3 に調達した原木の 133Cs 濃度及び 133Cs 濃度分布をそれぞ

れ示した。14 伐採地における原木の 133Cs 濃度を対数変換した値が Shapiro–Wilk 

test により正規分布に従うことを確認したため（p = 0.504）、極端な値の影響を抑

えてデータ中央の実態を正しく反映する「幾何平均」を全体の代表値として採用した。

原木 133Cs 濃度の幾何平均は 24.3µg/kg であり、また幾何標準偏差は 3.2 であった。

原木の 133Cs 濃度の範囲は 3.8 µg/kg から 720.1 µg/kg であった。 
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参表 1-3 調達した原木の 133Cs 濃度（µg/kg） 

採取地 幾何平均 幾何標準偏差 最大値 最小値 中央値 

FK-HR 40.0 1.9 98.6 10.6 47.7 

FK-MY 12.3 1.9 31.7 3.9 12.2 

FK-SK 13.8 1.8 27.9 4.6 15.4 

FK-SU 8.2 1.4 13.2 5.2 8.2 

GN-OM 5.7 1.3 9.3 3.8 5.0 

GN-TM 8.4 1.4 15.0 5.3 7.7 

IB-HO 9.2 1.4 22.0 4.9 8.8 

IB-TN 23.0 1.8 50.3 6.9 25.2 

IW-IC 30.5 2.0 59.2 5.2 40.9 

MY-KW 32.7 1.8 79.0 10.2 34.9 

MY-MR 26.5 1.6 55.9 14.2 24.2 

TC-MT 276.7 1.4 720.1 186.7 248.2 

TC-NX 85.7 1.5 171.5 39.5 81.9 

TC-NZ 68.6 1.6 145.2 34.4 57.9 

全体 24.3 3.2 720.1 3.8 22.7 

 

 

 

参図１-3 調達した原木の 133Cs 濃度分布 

下ヒゲ：10%点、箱下境界線：25%点、黒実線、中央値、赤線：平均、 

箱上境界線：75%点、上ヒゲ：90%点、黒丸：外れ値 

 

⑥ カリウム濃度 

参表 1-4 及び参図１-4 に調達した原木の K 濃度及び K 濃度分布をそれぞれ示し

た。14 伐採地における原木のＫ濃度を対数変換した値が Shapiro–Wilk test により

正規分布に従うことを確認したため（p = 0.117）、「幾何平均」を全体の代表値と

して採用した。原木 K 濃度の幾何平均は 1.60g/kg であり、また幾何標準偏差は 1.31

であった。原木の K 濃度の範囲は 0.63g/kg から 2.96g/kg であった。 
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参表 1-4 調達した原木の K 濃度（g/kg） 

採取地 幾何平均 幾何標準偏差 最大値 最小値 中央値 

FK-HR 1.42 1.16 1.89 1.10 1.41 

FK-MY 1.94 1.17 2.40 1.53 1.92 

FK-SK 1.52 1.18 2.01 1.14 1.53 

FK-SU 1.65 1.18 2.36 1.26 1.59 

GN-OM 2.09 1.11 2.75 1.67 2.05 

GN-TM 2.00 1.17 2.56 1.40 2.08 

IB-HO 1.93 1.26 2.96 1.26 1.97 

IB-TN 1.75 1.13 2.46 1.43 1.75 

IW-IC 1.65 1.14 2.21 1.26 1.67 

MY-KW 1.71 1.15 2.16 1.23 1.75 

MY-MR 1.14 1.31 2.29 0.65 1.12 

TC-MT 1.19 1.21 1.63 0.83 1.24 

TC-NX 1.13 1.40 2.10 0.63 1.11 

TC-NZ 1.73 1.13 2.30 1.34 1.72 

全体 1.60 1.31 2.96 0.63 1.67 

 

 

参図１-4 調達した原木の K 濃度分布 

下ヒゲ：10%点、箱下境界線：25%点、黒実線、中央値、赤線：平均、 

箱上境界線：75%点、上ヒゲ：90%点、黒丸：外れ値 
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⑦ チッソ濃度 

参表 1-5 及び参図１-5 に調達した原木の N 濃度及び N 濃度分布をそれぞれ示し

た。14 伐採地における原木の N 濃度を対数変換した値が Shapiro–Wilk test により

正規分布に従うことを確認したため（p = 0.153）、「幾何平均」を全体の代表値と

して採用した。原木 N 濃度の幾何平均は 2.23g/kg であり、また幾何標準偏差は 1.20

であった。原木の N 濃度の範囲は 1.10g/kg から 3.62g/kg であった。 

 

参表 1-5 調達した原木の N 濃度（g/kg） 

採取地 幾何平均 幾何標準偏差 最大値 最小値 中央値 

FK-HR 2.04 1.14 2.66 1.50 2.07 

FK-MY 2.48 1.15 3.14 1.90 2.48 

FK-SK 2.39 1.09 2.79 2.11 2.32 

FK-SU 2.47 1.14 3.10 2.00 2.50 

GN-OM 2.36 1.16 3.16 1.96 2.25 

GN-TM 2.71 1.11 3.32 2.23 2.70 

IB-HO 2.34 1.15 2.99 1.92 2.33 

IB-TN 2.20 1.12 2.88 1.87 2.19 

IW-IC 2.80 1.16 3.62 2.27 2.68 

MY-KW 1.72 1.15 2.17 1.30 1.68 

MY-MR 2.17 1.23 3.20 1.70 2.05 

TC-MT 1.69 1.08 1.94 1.45 1.67 

TC-NX 1.59 1.22 2.40 1.10 1.60 

TC-NZ 2.66 1.15 3.40 2.05 2.67 

全体 2.23 1.20 3.62 1.10 2.29 

 

 

参図１-5 調達した原木の N 濃度分布 

下ヒゲ：10%点、箱下境界線：25%点、黒実線、中央値、赤線：平均、 

箱上境界線：75%点、上ヒゲ：90%点、黒丸：外れ値 
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(2) 子実体の発生回数が子実体のセシウム濃度に与える影響に係る分析結果（その１） 

① 発生回数による子実体 133Cs 濃度の変化 

試験には 10 本のほだ木を用いたが子実体を３回発生したほだ木は８本であった。

参表 1-6 には子実体の発生回数と傘生重量、傘乾燥重量及び傘の 133Cs 濃度を示し

た。参図１-6 には発生回数毎の傘 133Cs 濃度示した。3 回発生した中で 5 検体の傘
133Cs 濃度は発生 1 回目の傘 133Cs 濃度が最も高かったが、傘 133Cs 濃度が

0.34mg/kg 以下の 3 検体については必ずしも発生 1 回目の傘 133Cs 濃度は 3 回発

生した中で最も高い 133Cs 濃度を示さなかった。これらの傘 133Cs 濃度は比較的低濃

度であり、また発生 1 回目の傘 133Cs 濃度は平均±1 標準偏差以内に収まっており移

行係数に与える影響は大きくないことから、移行係数の算出には発生１回目の傘 Cs

濃度を採用するのが妥当と考えられたが、1 菌株による結果であり、また低濃度にお

ける傘の Cs 濃度については更なる検討が必要である。 

 

参表 1-6 子実体発生回数の測定結果 
 ｇ ｇ mg/kg ｇ ｇ mg/kg ｇ ｇ mg/kg 

ほだ木 

番号 

１回目 

傘生重

量 

１回目 

傘乾燥

重量 

１回目 
133Cs

濃度 

２回目 

傘生重

量 

２回目 

傘乾燥

重量 

２回目 
133Cs

濃度 

３回目 

傘生重

量 

３回目 

傘乾燥

重量 

３回目 
133Cs

濃度 

1 188.7 25.3 1.01 341.8 33.2 0.94 134.8 19.7 0.81 

2 59.2 6.9 0.09 449.3 51.0 0.07 5.1 1.2 0.10 

3 268.2 34.0 0.34 350.1 33.3 0.33 49.1 8.00 0.38 

5 310.5 42.0 0.16 202.6 22.1 0.18 198.3 23.5 0.17 

6 172.7 21.3 0.60 508.2 52.2 0.42 71.1 8.6 0.48 

7 222.8 28.4 0.54 293.6 26.4 0.49 80.3 10.4 0.43 

8 109.9 15.6 0.82 626.6 58.4 0.62 34.9 4.7 0.76 

9 248.1 30.4 0.55 671.5 65.2 0.47 140.9 17.7 0.51 

 

  

参図１-6 発生回数による傘の 133Cs 濃度の変化 
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② 子実体収穫量と子実体傘 133Cs 濃度の関係 

参図１-7 には傘収穫量と 133Cs 濃度間の関係を示した。傘収穫量と傘 133Cs 濃度

間には Spearman の順位相関にて有意な相関は認められなかった（ρ = 0.124、p 

= 0.558）。本結果からは傘収穫量と傘 133Cs 濃度間に一定の関係は無いと判断され

た。 

 

 

参図１-7 傘収穫量と傘 133Cs 濃度間の関係 

 

(3) 子実体の発生回数が子実体のセシウム濃度に与える影響に係る分析結果(その２)  

① 測定数 

測定実施数を表に示した。 

 

表 測定実施項目（実績） 

 子実体 

分析 2 回目から 5 回目発生 

項目 R6 発生数 R6 測定数 R7 測定数 

137Cs 44 20 24

133Cs 44 20 24

 

② 発生回数による子実体の Cs 濃度の変化 

参表 1-7 及び参表 1-8 には子実体を 5 回以上発生したホダ木 11 本から得られた

発生回数毎の傘 137Cs 濃度及び傘 133Cs 濃度をそれぞれ示した。参図１-8 には発生

1 回目の傘 Cs 濃度と発生 1 回目から 5 回目までの傘の最高 Cs 濃度の関係を示し

た。発生 1 回目の傘 137Cs 濃度と発生 1 回目から 5 回目までの傘の最高 137Cs 濃度

間には 

ｙ＝1.02x＋245.10（r = 0.935、p < 0.001）・・・参式 1-2 

の回帰式が、また発生 1 回目の傘 133Cs 濃度と発生 1 回目から 5 回目までの傘の最

高 133Cs 濃度間には 

ｙ＝1.02x＋0.05（r = 0.993、p < 0.001）・・・参式 1-3 

の回帰式が得られた。両回帰式の傾きは 1 に近似しており、発生 1 回目の傘 Cs 濃度
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を傘の最高 Cs 濃度と見なしても過度の誤りは無いことが明らかとなった。 

 

参表 1-7 発生回数による傘の 137Cs 濃度 

原木番号 菌株 
発生回数毎の 137Cs 濃度（Bq/kg） 

最高値 
1 2 3 4 5 

IW-IC_19 菌株 26 1610 1301 1196 1045 843 1610 

MY-KW_11 菌株 14 794 582 981 625 479 981 

FK-SK_4 菌株 28 752 640 598 521 607 752 

IB-TN_6 菌株 29 118 89 120 115 97 120 

FK-SU_6 菌株 29 1330 925 1600 657 1126 1600 

FK-SU_10 菌株 18 4227 2854 2631 1826 4389 4389 

FK-SU_15 菌株 12 1396 1285 820 697 2065 2065 

FK-SU_19 菌株 26 1051 2455 2075 1552 965 2455 

FK-SK_2 菌株 15 972 1151 874 886 622 1151 

FK-SK_16 菌株 08 638 547 712 388 611 712 

MY-KW_13 菌株 24 395 290 369 417 316 417 

 

参表 1-8 発生回数による傘の 133Cs 濃度   

原木番号 菌株 
発生回数毎の 133Cs 濃度（mg/kg） 

最高値 
1 2 3 4 5 

IW-IC_19 菌株 26 1.70 1.31 1.32 1.19 0.99 1.70 

MY-KW_11 菌株 14 2.02 1.48 2.23 1.48 1.09 2.23 

FK-SK_4 菌株 28 0.65 0.82 0.64 0.42 0.53 0.82 

IB-TN_6 菌株 29 0.22 0.16 0.27 0.26 0.22 0.27 

FK-SU_6 菌株 29 0.14 0.07 0.13 0.31 0.10 0.31 

FK-SU_10 菌株 18 0.30 0.21 0.19 0.15 0.32 0.32 

FK-SU_15 菌株 12 0.14 0.14 0.09 0.07 0.20 0.20 

FK-SU_19 菌株 26 0.14 0.22 0.23 0.22 0.15 0.23 

FK-SK_2 菌株 15 0.73 0.63 0.53 0.48 0.39 0.73 

FK-SK_16 菌株 08 0.63 0.46 0.59 0.30 0.53 0.63 

MY-KW_13 菌株 24 0.75 0.55 0.71 0.75 0.66 0.75 
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参図１-8 発生 1 回目の傘 Cs 濃度と発生 1 回目から 5 回目までの傘の最高 Cs 濃度の関係 

 

(4) 移行係数の再評価に係る測定結果 

① 試験地による移行係数の差異 

15 菌株のうち 5 菌株は 2 ヶ所の試験地にて栽培したため、同じ菌株かつ同じ伐採

地から採取した原木を用いて得られた移行係数に対して試験地（生産者）間に差異が

存在するか Wilcoxon signed-rank test により検定した。参表 1-9 には原木の Cs

濃度による移行係数の検定結果とともに ieCs 濃度による移行係数の検定結果も示し

た。全菌株の全核種に対する p 値は全て 0.05 より大きく、試験地間に有意差は認め

られなかった。 

 

参表 1-9 試験地間における移行係数の差異 

菌株 
Wilcoxon signed-rank test の p 値 

137Cs 133Cs ie137Cs ie133Cs 

菌株 12 0.410 1.000 0.410 0.490 

菌株 14 1.000 0.851 0.351 1.000 

菌株 28 0.784 0.625 1.000 0.727 

菌株 24 0.124 0.187 0.398 0.069 

菌株 29 0.092 0.069 0.142 0.081 

 

② 伐採地別原木ベースとほだ木ベースの 137Cs に対する移行係数 

正確な移行係数の分布を得るには混入する外れ値を除外する必要があるため、統計

処理に先立ち 137Cs 濃度の測定誤差が 20%より大きい測定値を外れ値とするととも

に伐採地毎に 1.5×IQR ルールを適用した。 

参表 1-10 に示すように伐採地別原木ベース及びほだ木ベースの 137Cs に対する

移行係数の分布は 1 ヶ所を除いて Shapiro-Wilk test により対数正規分布に従って

いることが明らかになった。参図１-9 には対数正規分布に従っていないとは言えな
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かった 1 ヶ所における QQ プロットを示した。 

移行係数の分布は対応する理論分位数とよく一致しており、移行係数の分布は全て対

数正規分布に見なせると判断した。 

 

参表 1-10 伐採地別原木及びほだ木の 137Cs に対する移行係数分布の正規性 

伐採地 
p 値※ 

原木 ほだ木 

FK-HR 0.670 0.912 

FK-MY 0.824 0.719 

FK-SK 0.629 0.753 

FK-SU 0.189 0.029 

GN-TM 0.764 0.328 

IB-HO 0.558 0.599 

IB-TN 0.998 0.597 

IW-IC 0.944 0.399 

MY-KW 0.091 0.455 

MY-MR 0.850 0.051 

TC-MT 0.932 0.712 

TC-NX 0.690 0.212 

TC-NZ 0.370 0.356 

※：Shapiro-Wilk test の p 値を示す。 

 

参図１-9  Shapiro-Wilk test により正規性がないとは言えなかったほだ木ベースの 137Cs に対する

移行係数の QQ プロット 

 

原木ベース及びほだ木ベースの 137Cs に対する移行係数を算出後、対数変換した移

行係数を目的変数、伐採地を固定効果、菌株を変量効果とした REML による LMM モ

デルを用いて伐採地毎の調整平均を対数変換した移行係数の代表値として算出し、最
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終的に推定値へ変換した。参表 1-11 には推定値と標準誤差を示した。 

 

参表 1-11 伐採地別原木及びほだ木の 137Cs に対する推定値と標準誤差 

伐採地 
原木 ほだ木 

推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 

FK-HR 2.95 0.28 3.79 0.36 

FK-MY 2.80 0.26 3.16 0.30 

FK-SK 3.56 0.33 3.65 0.34 

FK-SU 2.52 0.24 2.62 0.25 

GN-TM 2.95 0.28 2.11 0.20 

IB-HO 4.96 0.57 2.30 0.23 

IB-TN 4.17 0.39 3.32 0.31 

IW-IC 3.70 0.34 3.78 0.36 

MY-KW 2.91 0.27 3.04 0.29 

MY-MR 2.83 0.26 2.30 0.23 

TC-MT 2.20 0.23 5.28 0.52 

TC-NX 3.97 0.37 4.12 0.40 

TC-NZ 3.34 0.31 3.82 0.37 

 

③ 原木ベースとほだ木ベースの 137Cs に対する推定値 

前節と同様に伐採地毎に原木ベース及びほだ木ベースの調整平均を算出した。全伐

採地を対象とした原木ベースにおける調整平均の分布は Shapiro-Wilk test により対

数正規分布に従っていることが明らかになった（p = 0.940）。同様にほだ木ベース

における調整平均の分布も対数正規分布に従っていることが明らかになった（p = 

0.653）。参表 1-12 には LMM モデルによる全伐採地を対象とした原木ベース及び

ほだ木ベースの推定値、両側 90％信頼区間を示した。 

 

参表 1-12 全伐採地を対象とした原木ベースとほだ木ベースの 137Cs に対する 

移行係数の推定値及び両側 90％信頼区間 

区分 評価指標 推定値 
両側 90％信頼区間 

5％点 95％点 

原木 137Cs 移行係数 3.19 (0.14)※ 2.94 3.43 

相対値 1.00 0.92 1.08 

ほだ木 137Cs 移行係数 3.22 (0.18) 2.90 3.55 

相対値 1.00 0.90 1.10 

※：括弧内の数字は標準誤差を示す。 

 
137Cs に対する推定値について原木ベースとほだ木ベース間に差異が認められるか

Wilcoxon signed rank test により検定したところ、両者間に有意差は認められなか

った（p = 1.000）。LMM モデルより推定された原木ベースとほだ木ベースの平均
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および分散に基づき両者間における正規分布の重複面積を算出した結果重複面積は 

91.5% であった。同様に LMM モデルを用いて原木ベースの分布における 95 パー

センタイル値を除外率の基準とするとほだ木ベースにおける除外率は 2.8%であった。

除外率間に差異があるか Prop test にて検定したところ両者間に有意差は認められな

かった（p = 1.000）。 

 

④ 移行係数の算出に用いる Cs 濃度 

参図１-10 には伐採地別に算出した原木ベースの 137Cs と 133Cs の調整平均間の

関係を Cs 及び ieCs 別に示した。133Cs と 137Cs の調整平均間には 

y ＝ 0.643x + 0.476（r = 0.587、p = 0.035）・・・参式 1-4 

とする有意な回帰式が得られた。また、同じく ie133Cs と ie137Cs に対する調整平均

間にも 

y ＝ 0.918x + 0.097（r = 0.748、p = 0.003）・・・参式 1-5 

とする有意な回帰式が得られた。これらの結果はどちらの Cs 濃度を用いても移行係

数の挙動を解明可能であることを示している。しかし、ieCs の係数は Cs よりも 1 に

迫っており、また ieCs の r は Cs よりも高いことから ieCs の方が適していると考え

られる。 

 

参図１-10 菌株別原木ベースの 137Cs と 133Cs に対する調整平均間の関係 

 

⑤ ほだ木ベースと原木ベースにおける ieCs に対する移行係数間の関係 

参図１-11 にはほだ木ベースと原木ベースの ieCs に対する調整平均間の関係を示

した。参表 1-13 には参図１-11 から得られた回帰式を示した。参表 1-13 に示す

ように 2 つの回帰式は有意ではなく、ほだ木ベースの解析から原木ベースにおける

Cs の挙動を推測出来ないことが示された。 
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参図１-11 ほだ木ベース及び原木ベースにおける調整平均間の関係 

 

参表 1-13 原木ベースとほだ木ベースにおける調整平均から得られた回帰式 

核種 回帰式 

回帰式 r p 値 

ie137Cs y = 0.312x + 0.970 0.338 0.259 

ie133Cs y = 0.201x + 1.166 0.293 0.309 

 

⑥ 移行係数に影響を与える元素 

移行係数に影響を与える原木及びほだ木中の元素濃度の解析には、伐採地の影響を

無視したモデル及び伐採地の影響を考慮したモデルを用いた。いずれも対数変換した

ieCs に対する移行係数を目的変数、対数変換した ieK、ieP 及び N 濃度を説明変数と

して Bayesian information criterion （BIC）を指標としたステップワイズ法により

最適な説明変数の組み合わせを選択した。 

参表 1-14 には伐採地の影響を無視したモデルによる結果を示した。同表に示すよ

うに、原木ベースの ie137Cs と ie133Cs には共通して N の影響が認められた。一方、

ほだ木ベースの両核種には ieK と N の影響が認められた。原木ベースでの N、またほ

だ木ベースでの ieK と N の係数は負であることから全体的には N 濃度の増加に従い

移行係数は減少することが明らかとなった。 

 

参表 1-14 伐採地の影響を無視したモデルにおける ieCs に対する移行係数と元素濃度の関係 

 回帰式※ R 2 adjusted R 2 p 値 

原木ベース ie137Cs = 0.15ieP - 0.95N + 1.91 0.182 0.174 < 0.001 

ie133Cs = -0.44N + 1.59 0.047 0.043 < 0.001 

ほだ木ベース ie137Cs = -0.29ieK - 0.49N + 1.69 0.121 0.113 < 0.001 

ie133Cs = -0.32ieK - 0.59N + 1.73 0.182 0.176 < 0.001 

※：回帰式中の log は省略して記載。 
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参表 1-15 には伐採地の影響を考慮したモデルによる結果を示した。原木ベースの

ie137Cs では N、ie133Cs では ieK による負の影響が認められた。しかし、ie137Cs 及

び ie133Cs の Marginal R 2 はそれぞれ 8.1%及び 5.5%であり、移行係数に寄与す

る元素の影響は限定的であった。Marginal R 2 と Coditional R 2 の差はそれぞれ

31.5%及び 17.3%であり、データのばらつきのうち 17%から 32%が伐採地間の差

異に起因していることが示された。同表よりほだ木ベースの ie137Cs では ieK、ie133Cs

では ieP による負の影響が認められた。しかし、ie137Cs 及び ie133Cs の Marginal 

R 2 はそれぞれ 6.7%及び 9.0%であり、ほだ木ベースにおいても移行係数に寄与す

る元素の影響は限定的であった。Marginal R 2 と Coditional R 2 の差はそれぞれ

16.8%及び 28.7%であり、データのばらつきのうち 17%から 29%が伐採地間の差

異に起因していることが示された。 

 

参表 1-15 伐採地の影響を考慮したモデルにおける ieCs に対する移行係数と元素濃度の関係 

 
回帰式※1 

R 2 

Conditional Marginal 

原木ベース 
ie137Cs = -0.15 ieK + 0.10 ieP - 0.53 N※2 + 1.73※2 0.396 0.081 

ie133Cs = -0.22 ieK※2 + 0.04 ieP - 0.26 N + 1.58※2 0.228 0.055 

ほだ木ベース 
ie137Cs = -0.22 ieK※2 - 0.12 ieP - 0.15 N + 1.42※2 0.235 0.067 

ie133Cs = -0.16 ieK - 0.15 ieP※2 - 0.13 N + 1.38※2 0.377 0.090 

※1：回帰式中の log は省略して記載。 

※2：p 値が 5%より小さい係数を示す。 

 

⑦ 移行係数と収穫量の関係 

参表 1-16 には原木ベース及びほだ木ベースにおける対数変換した移行係数と対数

変換した傘収量間に有意な関係が存在するか Pearson の相関係数を示した。原木ベ

ースにおいて両核種に対する移行係数と傘収量間に有意な負の相関関係が得られたが、

相関係数は供に-0.2 でありは明瞭な関係は得られなかった。ほだ木ベースにおいて

ie137Cs に対する移行係数と傘収量間に有意な相関関係は得られなかった。ie133Cs に

対する移行係数と傘収量間には有意な負の相関関係が得られたが、相関係数は-0.1 で

ありは明瞭な関係は得られなかった。 

 

参表 1-16 傘収穫量と移行係数の関係 

 核種 r p 値 

原木ベース ie137Cs -0.177 0.014 

ie133Cs -0.166 0.013 

ほだ木ベース ie137Cs -0.122 0.091 

ie133Cs -0.139 0.034 
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⑧ 菌株毎の推定値 

正確な移行係数の分布を得るためには混入する外れ値を除外する必要があるため、

統計処理に先立ち ie137Cs 濃度の測定誤差が 20%より大きい測定値を外れ値とする

とともに伐採地毎に 1.5×IQR ルールを適用した。菌株毎に原木ベース及びほだ木ベ

ースの ie137Cs に対する移行係数を対数変換した後、対数変換した移行係数の分布に

正規性が認められるか Shapiro-Wilk test を行うとともに、対数変換した移行係数を

目的変数、菌株を固定効果、伐採地を変量効果とした REML による LMM モデルを用

いて伐採地毎の調整平均を対数変換した移行係数の代表値として算出し、最終的に傘

の含水率を 88.3%及び原木の含水率を 12%とした推定値にて示した。参表 1-17 に

は菌株毎に移行係数の分布に対する Shapiro-Wilk test による p 値、推定値及び標準

誤差を示した。菌株の構成が変化すると全体の平均は変化するため、参考として全体

の推定値を算出すると原木ベース及びほだ木ベースではそれぞれ 3.6 及び 3.9 とな

る。菌株間における原木ベース及びほだ木ベースの ie137Cs に対する調整平均に Wald

カイ二乗検定による一元配置の検定（Joint Test）を行ったところ両者とも有意差が

認められ（両者とも p < 0.001）、菌株により推定値は異なることが明らかとなった。 

 

参表 1-17 原木ベースとほだ木ベースにおける菌株の ie137Cs に対する推定値 

菌株 
原木ベース ほだ木ベース 

p 値※ 推定値 標準誤差 p 値 推定値 標準誤差 

菌株 01 0.580 4.64 0.45 0.849 5.47 0.62 

菌株 04 0.392 4.58 0.43 0.226 5.85 0.58 

菌株 08 0.296 3.39 0.32 0.230 3.87 0.38 

菌株 09 0.102 2.76 0.26 0.908 3.02 0.30 

菌株 12 0.694 2.95 0.19 0.469 3.00 0.21 

菌株 14 0.791 2.82 0.19 0.494 3.68 0.27 

菌株 15 0.346 3.48 0.33 0.765 4.59 0.45 

菌株 25 0.344 3.74 0.44 0.805 3.58 0.37 

菌株 18 0.765 3.97 0.37 0.695 4.62 0.45 

菌株 26 0.494 3.52 0.33 0.256 4.30 0.44 

菌株 27 0.329 3.61 0.34 0.761 4.71 0.48 

菌株 28 0.985 2.73 0.19 0.949 3.14 0.23 

菌株 24 0.296 3.45 0.22 0.853 3.94 0.27 

菌株 29 0.998 2.32 0.16 0.905 3.05 0.22 

菌株 30 0.342 2.38 0.22 0.974 3.37 0.34 

※：Shapiro-Wilk test による p 値を示す  
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２．主要な変動要因の分析・検証 

(1) 試験体調達及び試験体測定体制の確立 

主要な変動要因の分析・検証にあたり、ほだ木及び発生子実体の購入、各種測定、分

析を行うための令和４～６年度の役割分担は以下のとおり実施し、令和７年度も同様の

体制で実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 連携主体別役割分担 

連携主体 主な役割 

しいたけ生産農家 子実体の放射性物質の検証に必要な植菌済の成熟した

ほだ木を栽培・管理し、初回発生分の子実体を確保のう

え、試験機関に配送 

森林総合研究所 ほだ木の 133Cs、K、P、N、ie133Cs、ieK、ieP を測定 

子実体の 133Cs、K、P、N を測定 

株式会社環境分析センター ほだ木及び子実体の N を一部測定 

検討委員会 試験計画確定、試験体採取・管理方法等の確定 

試験体測定結果の分析・検討 

日本特用林産振興会 

株式会社都市環境研究所 

事業全体調整、検討委員会の運営 

関係機関への試験依頼、ほだ木の栽培・管理の依頼 

しいたけ生産農家の選定・確保、ほだ木の栽培・管理等

に必要な資材等の提供 等 

※：福島県林業研究センターは令和４年度～令和６年度 

  

日本特用林産振興会 
(株)都市環境研究所 

主要な変動要因の分析・検証 

森林総合研究所 
（株）環境研究センター 

試験体の 
放射性物質濃度の測定 

開催 

実施 
指導 

再委託 

検討委員会 
・（国研）森林研究・整備機構森林総合研究所 
・（国研）農業・食品産業技術総合研究機構 
・福島県林業研究センター※ 
・栃木県林業センター 
 
・オブザーバー：岩手県、宮城県、福島県、栃木県、茨城県、

千葉県、群馬県 

ハウス栽培によるほだ木及び発生子実体の購入 
令和４年度 （17 セット×3 本=51 検体） 
令和５年度 （50 セット×3 本=150 検体） 

林野庁 

契約 
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(2) 主要な変動要因の分析・検証に供する条件等 

① 完熟ほだ木の調達 

令和４～６年度の事業で行われた完熟ほだ木の調達・管理の条件は次のとおりであ

り、令和７年度も同じ条件で実施した。 

 

表 完熟ほだ木の調達・管理の条件 

項 目 実施結果 

ⅰ）ほだ木の調達・管理 ・調達するほだ木の採取地は、可能な限り東日本地域の

ものとしつつ、重複を避けるため、また確保時期の遅

延を避けるため様々な地域（東北から九州までの地

域）と条件（標高、地形など原木採取場所など）のも

のを含むことも可とし、調達した。 

・条件を満たした試験体を確保するため、しいたけ生産

農家に直接訪問し、個別にナンバリングするなどほだ

木の管理条件を直接伝えた。 

・生産者が、ふり返り条件を確認できるよう視覚的なわ

かりやすさに配慮した作業マニュアルを作成し配布

した。 

ⅱ）調達するほだ木の管理 ・条件を満たした試験体を確保するため、しいたけ生産

農家に直接訪問し、土壌からの再汚染の影響の防止な

どほだ木の管理条件を直接伝えた。 

・生産者が、ふり返り条件を確認できるよう視覚的なわ

かりやすさに配慮した作業マニュアルを作成し配布

した。 

ⅲ）サンプル数 ・サンプル数は 50 セット（3 本/セット）を基本とした。 

・夏季の高温少雨が影響し、予定していたしいたけ生産

農家において、子実体の発生が遅れる、あるいは期待

できない状況もみられたことから、当初予定に加えサ

ンプルを確保し、サンプル数は最終的に 55 セット（3

本/セット）確保した。 

 

② 移行係数に影響を与える可能性の高い物質の濃度等検査 

令和４～６年度の事業で行われた移行係数に与える可能性の高い物質の濃度等検査

は以下の条件で実施されており、令和７年度も同じ条件で実施した。 

 

表 移行係数に影響を与える可能性の高い物質濃度等検査の条件 

項 目 実施結果 

ⅰ）ほだ木及び子実体に含まれ

る物質の計測 

・ほだ木については、133Cs、K、P、N、ie133Cs、ieK、ieP、

子実体については、133Cs、K、P、N について計測を行

い、これらの要因が移行係数に及ぼす影響等につい

て分析・検証した。 

・北陸地方で伐採された原木を使用したほだ木及び子実

体については、グローバルフォールアウト（GFO）の影
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項 目 実施結果 

響を調査するため、ほだ木及び子実体の 137Cs を計測し

た。 

ⅱ）調達した完熟ほだ木の計測

等 

・令和 4 年度及び同 5 年度において、主要な変動要因分

析のために調達した 216（R4：51、R5：165）本につい

て影響物質の検査を実施した。 

・北陸地方から調達した 33 本分については放射性物質

検査を実施した。 

 

(3) 分析方法 

(1) 主要な変動要因分析・検証用ほだ木・子実体の調達方法 

① ほだ木及び子実体の調達 

日本各地の原木栽培農家 39 戸から、原木採取地、種菌及び栽培管理が同一のほだ

木３本を１組として、72 組計 216 本のほだ木及び当該ほだ木から発生１回目の子実

体を調達した。 

※調達及び管理方法は P76 マニュアル参照 

 

② 試料調整 

北陸地方以外のほだ木は輸送の都合上半分に切断したため、切断面から２cm 切除

した後含水率及び密度を測定するため厚さ約 3cm の円盤を採取すると供に直径に応

じて切断面から適宜チェーンソーにて切断した際に生じた木粉を採取した。北陸地方

のほだ木はグローバルフォールアウトに由来する 137Cs 放射能濃度を測定するため切

断せずに調達したため、両端を２cm 切除してから他地域のほだ木と同様に円盤と木

粉を採取した。得られた木粉及び調達した子実体は「移行係数の再検証」と同様に調

整した。 

 

③ 測定及び統計解析 

全てのほだ木に含まれる 133Cs、K、P、N、イオン交換態 133Cs （ie133Cs）、イ

オン交換態 K（ieK）及びイオン交換態 P（ieP）濃度、また全ての子実体傘に含まれ

る 133Cs、K、P 及び N 濃度は「移行係数の検証」と同様に測定した。北陸地方にて

得られたほだ木及び子実体傘の 137Cs 放射能濃度はそれぞれ 2L マリネリ容器及び

U-8 容器を用いて「移行係数の検証」と同様に測定した。 

ほだ木の含水率、生重量密度及び乾燥重量密度は得られた円盤を用いて「移行係数

の検証」と同様に測定した。 

統計解析において危険率は５％とし、p 値が 0.05 未満と算出された場合は有意若

しくは有意差有りとした。 

これらの試験に係る環境は P97 参照（以下、試験環境に係る参照頁は同じ）。 
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主要な変動要因分析検証用ほだ木・子実体の測定数は次のとおり。 

 

表 主要な変動要因分析検証用ほだ木・子実体の測定数 

（単位：試験体数） 

分析 ほだ木 子実体 

項目 R4 調達 R5 調達  R4 調達 R5 調達  

  調達数 
R4 

測定数 
調達数 

R5 
測定数 

R6 
測定数 

調達数 
R4 

測定数 
調達数 

R5 
測定数 

R6 
測定数 

133Cs 51 51 165 150 15 51 51 165 150 15 

Ｋ 51 51 165 150 15 51 51 165 150 15 

Ｎ 51 51 165 150 15 51 51 165 150 15 

Ｐ 51 51 165 150 15 51 51 165 150 15 

ie133Cs※1 51 51 165 150 15           

ieＫ※1 51 51 165 150 15           

ieＰ※1 51 51 165 150 15           

※1 「ie」は、イオン交換態 

 

表 グローバルフォールアウトの影響に関する測定数 

分析 ほだ木 子実体 

項目 調達数 
R5 

測定数 
R6 

測定数 
調達数 

R5 
測定数 

R6 
測定数 

137Cs 33 18 15 33 18 15 
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(2) 主要な変動要因の分析・検証用ほだ木と子実体の調達マニュアル 

試験体の調達にあたり、関係者が、効率的に試験体を確保できるよう、視覚的なわ

かりやすさに配慮した作業マニュアルを作成した。 
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(3) グローバルフォールアウト検証用ほだ木と子実体の調達マニュアル 

試験体の調達にあたり、関係者が、効率的に試験体を確保できるよう、視覚的なわ

かりやすさに配慮した作業マニュアルを作成した。 
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(4) 分析結果 

(1) 主要な変動要因分析・検証用ほだ木・子実体の測定結果 

主要な変動要因分析検証用ほだ木・子実体の測定数は次のとおり。 

 

表 主要な変動要因分析検証用ほだ木・子実体の測定数 

（単位：試験体数） 

分析 ほだ木 子実体 

項目 R4 調達 R5 調達   R4 調達  R5 調達   

  調達数 
R4 

測定数 
調達数 

R5 
測定数 

R6 
測定数 

調達数 
R4 

測定数 
調達数 

R5 
測定数 

R6 
測定数 

133Cs 51 51 165 150 15 51 51 165 150 15 

Ｋ 51 51 165 150 15 51 51 165 150 15 

Ｎ 51 51 165 150 15 51 51 165 150 15 

Ｐ 51 51 165 150 15 51 51 165 150 15 

ie133Cs※1 51 51 165 150 15           

ieＫ※1 51 51 165 150 15           

ieＰ※1 51 51 165 150 15           

※1 「ie」は、イオン交換態 

 

表 グローバルフォールアウトの影響に関する測定数 

分析 ほだ木 子実体 

項目 調達数 
R5 

測定数 
R6 

測定数 
調達数 

R5 
測定数 

R6 
測定数 

137Cs 33 18 15 33 18 15 

 

 

① ほだ木ベースにおける ie133Cs に対する推定値 

「Ⅲ．令和７年度実施調査」の「２．種菌（品種）の違いが移行係数に与える影響

の検証」に記載した追加試験体も含めて 78 ロット 234 本のほだ木と子実体を調達

した。データクレンジングの結果１ロット３組のデータを除外し、77 ロット 231 組

のデータを解析に用いた。ie133Cs に対する移行係数を算出後、対数変換した移行係

数を目的変数、菌株を固定効果とし、ロットを変量効果とした REML による LMM モ

デルを用いて伐採地毎の調整平均を対数変換した移行係数の代表値として算出し、最

終的に傘の含水率を 88.3%及び原木の含水率を 12%とした推定値にて示した。参表

2－1 には菌株別に得られた ie133Cs に対する推定値を示した。菌株間におけるほだ

木ベースの ie133Cs に対する調整平均に Wald カイ二乗検定による一元配置の検定

（Joint Test）を行ったところ有意差が認められた（p < 0.001）。上記「２．種菌

（品種）の違いが移行係数に与える影響の検証」に用いた菌株間の差異に対して Sidak

補正を用いた多重比較にて検定したところ有意差は認められなかった（p = 1.000）。 

 

 



83 

参表 2－1 菌株毎の ie133Cs に対する推定値 

菌株 推定値 標準誤差 ロット数 

菌株 01 3.78 0.34 10 

菌株 02 3.52 0.60 3 

菌株 03 3.82 0.91 1 

菌株 32 5.20 1.37 1 

菌株 04 3.84 0.56 3 

菌株 05 4.07 0.93 1 

菌株 06 3.73 0.44 5 

菌株 07 2.21 0.50 2 

菌株 08 3.54 0.49 4 

菌株 09 4.21 0.61 4 

菌株 10 3.83 0.66 2 

菌株 11 3.33 0.43 4 

菌株 12 5.41 1.43 1 

菌株 13 2.28 0.60 1 

菌株 14 3.33 0.27 11 

菌株 15 3.34 0.57 2 

菌株 16 2.95 0.51 2 

菌株 18 2.94 0.66 2 

菌株 19 1.90 0.50 1 

菌株 31 4.11 0.92 2 

菌株 17 6.30 1.17 2 

菌株 20 3.63 0.63 2 

菌株 21 4.27 0.77 2 

菌株 22 4.93 1.30 1 

菌株 23 2.56 0.32 4 

菌株 24 5.36 0.72 4 

 

② 移行係数に影響を与える要因 

移行係数に影響を与えるほだ木中の元素濃度の解析には、菌株の影響を無視したモ

デル及び菌株の影響を考慮したモデルを用いた。後述する追加試験体も含めて 78 ロ

ット 234 本のほだ木と子実体を調達した。データクレンジングの結果１ロット３組

のデータを除外し、77 ロット 231 組のデータを解析に用いた。正確な移行係数の分

布を得るためには混入する外れ値を除外する必要があるため、菌株毎に 1.5×IQR ル

ールを適用した。対数変換した ieCs に対する移行係数を目的変数、対数変換した ieK、

ieP 及び N 濃度を説明変数として Bayesian information criterion （BIC）を指標

としたステップワイズ法により最適な説明変数の組み合わせを選択した。 

菌株の影響を無視したモデルにて対数変換した ie133Cs に対する移行係数を目的変

数、対数変換した ieK、ieP 及び N 濃度を説明変数として、BIC を基準としたステッ
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プワイズ法による変数選択を伴う重回帰分析を行ったところ 

log(ie133Cs) = -0.46log(ieK) - 0.62 log(N) + 1.75 

（R 2 = 0.238、adjusted R 2 = 0.231、p < 0.001）・・・参式 2-1 

とする有意な回帰式が得られた。ほだ木中の ieK 及び N 濃度は ie133Cs の移行係数に

影響を与える要因であり、ieK 及び N の係数は負であることから ie133Cs に対する移

行係数はほだ木内の ieK 及び N 濃度の増加に従い減少することが明らかになった。 

菌株の影響を考慮したモデルでは対数変換した ie133Cs に対する移行係数を目的変

数、対数変換した ieK、ieP 及び N 濃度を説明変数、菌株を変動効果とする線形混合

モデルを用いたところ 

log(ie133Cs) = -0.43log(ieK) + 0.00 log(ieP) - 0.65 log(N) + 1.76 

（Coditional R 2 = 0.269、Marginal R 2 = 0.240）・・・参式 2-2 

とする回帰式が得られた。回帰式中の ieP については係数を小数点以下 3 桁で四捨

五入すると 0.00 となり、ieP は移行係数に影響していないことが明らかとなった。

ほだ木中の ieK 及び N 濃度は ie133Cs の移行係数に影響を与える要因であり、ieK 及

び N の係数は負であることから ie133Cs に対する移行係数はほだ木内の ieK 及び N

濃度の増加に従い減少することが明らかになった。Marginal R 2 からデータのばらつ

きのうち 24.0%は元素に起因しており、Coditional R 2 と Marginal R 2 の差分から

データのばらつきのうち 2.9%は菌株に起因していることが示された。 

 

③ グローバルフォールアウトに由来する 137Cs と 133Cs による移行係数の比較 

参図 2-1 には「移行係数の検証」から得られた原木の 137Cs 濃度による移行係数

と 133Cs 濃度による移行係数を直接汚染の有無によりグループ化した際の移行係数の

分布を示した。グループ間の有意差を Kruskal-Wallis test により検定したところグ

ループ間に有意差は認められなかった（p = 0.082）。原発事故の発生から 10 年以

上が経過した現在では、福島第一原発に起因する 137Cs は 133Cs と同様に定常状態に

達していることが示唆された。 

 

参図 2-1 移行係数再評価から得られた 137Cs による移行係数と 133Cs による 

移行係数を直接汚染の有無によりグループ化した際の分布 
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本事業の「主要な変動要因の分析・検証」に供するため、日本全国から調達された

試験体の中には、北陸地方で採取されたほだ木が 11 セット 33 検体含まれていた。

それらの検体から得られた 137Cs に対する移行係数のうち 9 検体は外れ値と見なさ

れた。参図 2-2 にはこれらを除外した 24 検体の 137Cs 濃度及び 133Cs 濃度に対す

る移行係数の分布を示した。グループ間に有意差があるか t 検定により検定したとこ

ろ有意差は認められなかった（p = 0.366）。以上のことから、北陸地方のほだ木に

含まれていた 137Cs も 133Cs と同様に定常状態に達していることが示唆された。 

  

参図 2-2 変動要因のうち北陸地方から採取した原木より得られた 137Cs による 

移行係数と 133Cs による移行係数の分布 

 

しかしながら、「移行係数の検証」から得られた原木の 137Cs 濃度をベースにした

移行係数の分布と、北陸地方のほだ木から得られた 137Cs 濃度をベースとした移行係

数の分布間には Welch’s test により有意差が認められた（p = 0.002）（参図 2-

3 左）。一方、それぞれの 133Cs 濃度をベースにした移行係数の分布間に有意差は認

められなかった（p = 0.087）（参図 2-3 右）。この理由として、「主要な変動要因

の分析・検証」で北陸地方から調達されたほだ木のうち 137Cs が検出され定量値が得

られたのは 24 検体で調査分析対象数は限られていたこと、また「移行係数の検証」

では原木の 137Cs や 133Cs の濃度をベースに移行係数を評価しているのに対し、「主

要な変動要因の分析・検証」では一般農家が栽培したほだ木の 137Cs や 133Cs の濃度

をベースにして分析を実施しているためと考えられる。 

GFO 由来の 137Cs の移行係数の分布と福島第一原発由来の 137Cs の移行係数の分

布を比較して、いずれにおいても 137Cs が既に定常状態に達していることを明らかに

できれば、今後は、福島第一原発事故で 137Cs に汚染された原木を使用しても、今回

の試験結果から得られる移行係数が将来大きく変動することは無いと判断することが

可能になり、原木栽培しいたけの 137Cs 汚染対策を進めるうえで重要な知見となる。 
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参図 2-3 「移行係数の検証」及び「変動要因の解明」のうち北陸地方から採取した 

原木より得られた 137Cs による移行係数（左）と 133Cs による移行係数（右）の分布 
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3．検討委員会の設置・運営 

本事業の実施に当たり、専門的な見地からの助言等を得るため、きのこ生態、森林生態、

放射性物質動態、食品安全、統計等の有識者で構成される検討委員会（以下「委員会」と

いう。）を設置し、開催した。 

 

(1) 委員会名簿 

委員会等名簿及び各年度の構成は次のとおり。 

 

表 委員会名簿 

氏名 所属 R4 R5 R6 R7 

平出 政和 
元(国研)森林研究・整備機構森林総合研究所 
きのこ・森林微生物研究領域長 

● ● ● ● 

小松 雅史 
(国研)森林研究・整備機構森林総合研究所 
企画部研究企画科 企画室長 

● ● ● ● 

三浦 覚 
元(国研)森林研究・整備機構森林総合研究所 
震災復興・放射性物質研究拠点長 

● ● ● ● 

山村 光司 
元(国研)農業・食品産業技術総合研究機構 
農業業環境変動研究センター統計モデル解析ユニット長 

● ● ● ● 

八戸 真弓 
(国研)農業・食品産業技術総合研究機構 
食品研究部門 研究推進部研究推進室 食品連携調整役 

● ● ● ● 

小林 勇介 
福島県林業研究センター 
林産資源部 副主任研究員 

● ● ●  

石川 洋一 
栃木県林業センター 
研究部 主任研究員 

● ● ● ● 

 

表 オブザーバー 

氏名 所属  R5 R6 R7 

押切 望美 岩手県農林水産部 林業振興課 技師  ●   

松田 悟 岩手県農林水産部 林業振興課 主任主査   ●  

中村 日香 岩手県農林水産部 林業振興課 技師    ● 

金野 加奈子 宮城県水産林政部 林業振興課地域林業振興班 技師  ●   

辻  龍介  宮城県水産林政部 林業振興課地域林業振興班 技術補佐   ●  

工藤 知哉 宮城県水産林政部 林業振興課地域林業振興班 技術主幹    ● 

平塚 健斗 宮城県水産林政部 林業振興課地域林業振興班 技師    ● 

小椋 佳 福島県農林水産部 森林林業総室林業振興課 副主査   ●  

渡辺 真紀夫 福島県農林水産部 森林林業総室林業振興課 主任    ● 

小林 久泰 茨城県林業技術センター きのこ特産部長  ●   

西丸 昂汰 茨城県農林水産部 林政課 主任  ● ●  

富田 莉奈 茨城県農林水産部 林政課 主任    ● 

大塚 寛子 栃木県環境森林部 木材産業課 きのこ振興担当 係長  ●   

杉本 恵理子 栃木県環境森林部 林業木材産業課 主任   ● ● 

椎名 康一 千葉県農林水産部 森林課 森林経営管理室長  ●   

島袋 燎太 千葉県農林水産部 森林課森林経営管理室 主事   ●  

品川 佑紀 千葉県農林水産部 森林課 副主査    ● 

宮内 総介 群馬県環境森林部 森林局林業振興課 主任   ● ● 
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表 発注機関 

氏名 所属 R4 R5 R6 R7 

塚田 直子 
林野庁 特用林産対策室 
室長 

● ●   

竹内 学 
林野庁 特用林産対策室 
室長 

  ● ● 

石内 修 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産企画班担当課長補佐 

● ●   

永島 瑠美 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産企画班担当課長補佐 

  ● ● 

長濱 健 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産企画班 企画調整係長 

 ● ●  

嶋崎 雄介 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産企画班 企画調整係長 

   ● 

斉藤 幹保 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産指導班 薪炭工芸特産係長 

●    

末永 崇之 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産指導班 薪炭工芸特産係長 

 ●   

吉田 正博 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産加工輸出班担当課長補佐 

● ●   

中川 明洋 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産加工輸出班担当課長補佐 

  ● ● 

佐藤 睦 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産加工輸出班 特用林産物安全推進指導官 

●    

淺浦 宏美 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産加工輸出班 特用林産物安全推進指導官 

● ●   

鳥越 淳子 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産加工輸出班 特用林産物安全推進指導官 

● ●   

鈴木 一仁 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産加工輸出班 特用林産物安全推進指導官 

  ●  

松野 亮 
林野庁 特用林産対策室 
特用林産加工輸出班 特用林産物安全推進指導官 

   ● 

 

表 事務局 

氏名 所属 R4 R5 R6 R7 

森田 一行 日本特用林産振興会 ● ● ● ● 

大野 美詠 日本特用林産振興会 ● ● ● ● 

岩谷 宗彦 日本特用林産振興会 ●    

柴田 章道 日本特用林産振興会  ● ● ● 

清末 守昭 日本特用林産振興会 ● ● ● ● 

高田 裕市 (株)都市環境研究所 ●    

板倉 知里 (株)都市環境研究所 ● ●   

谷口 雅彦 (株)都市環境研究所  ● ● ● 

関  宏光 (株)都市環境研究所  ● ● ● 

西村 卓也 (株)都市環境研究所   ● ● 
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(2) 委員会及び打合せの開催 

委員会及び部会の開催結果は次のとおり。 

 

表 委員会開催結果 

 検討委員会 日程 協議事項書 

令和４年度 

① 
第 1 回 

検討委員会 

令和４年 

10 月３日（月） 

13:00～ 

(1) 事業の概要 

(2) 原木の調達のためのガイドライン 

(3) ほだ木・子実体の調達のためのガイドライン 

(4) その他 

② 

原木採取状

況等に関す

る打合せ 

令和４年 

10 月 27 日（木）

10:00～ 

(1) 移行係数の検証について 

(2) 主要な変動要因の分析・検証について 

③ 

原木採取状

況等に関す

る打合せ 

令和４年 

11 月 29 日（火） 

10:00～ 

(1) 移行係数検証用原木の調達状況 

④ 
第２回 

検討委員会 

令和４年 

12 月 23 日（金） 

15:00～ 

(1) 移行係数検証用原木の調達状況 

(2) 主要な変動要因の分析・検証用ほだ木等の調達状

況 

(3) 試験体の分析状況について 

(4) その他 

⑤ 

原木の分析

状況等の共

有のための

打合せ 

令和５年 

１月 16 日（月） 

15:00～ 

(1) 移行係数の検証について 

(2) 主要な変動要因の分析・検証について 

⑥ 

移行係数分

析用種菌選

定に関する

打合せ 

令和５年 

２月８日（水） 

13:00～ 

(1) 種菌の選定方法について 

⑦ 
第３回 

検討委員会 

令和５年 

３月２日（木） 

15:00～ 

(1) 事業の経過 

(2) 結果概要 

(3) 今後の課題 

令和５年度 

⑧ 
第 1 回 

検討委員会 

令和５年 

６月 21 日（水） 

15:00～ 

(1) 事業の概要 

(2) 令和４年度事業の実施内容と結果 

(3) 令和５年度事業の計画案 

⑨ 

第１回 

ワーキング 

グループ 

令和５年 

10 月６日（金） 

10:00～ 

(1) 主要な変動要因の分析・検証用ほだ木・子実体の

調達について 

(2) 昨年度調達した試料のイオン交換態セシウム等

の分析結果について 

(3) 追加試験の実施について 

⑩ 
第２回 

検討委員会 

令和５年 

12 月 13 日（水） 

14:00～ 

(1) 経過報告 

(2) 発生回数と移行の関係について 

(3) イオン交換態セシウム等の移行について 

(4) きのこ移行係数検証事業における主要な変動要

因の分析-今後に向けて 
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 検討委員会 日程 協議事項書 

⑪ 

第２回 

ワーキング 

グループ 

令和５年 

12 月 21 日（木） 

16:00～ 

(1) 移行係数検証用ほだ木・子実体の取扱いについて 

(2) 変動要因分析・検証のための調査の進め方につい

て 

⑫ 

第３回 

ワーキング 

グループ 

令和６年 

２月 21 日（水） 

10:00～ 

(1) 移行係数検証用ほだ木・子実体の採取について 

(2) 変動要因分析検証用のほだ木・子実体の調達状況

について 

(3) 分析の状況について 

(4) 取りまとめの方向について 

(5) 報告書の構成（案）について 

(6) 22 年度調達分の変動要因分析・検証用試験体を使

用したモデルの検討等 

⑬ 

第４回 

ワーキング 

グループ 

令和６年 

４月 24 日（水） 

13:30～ 

(1) 移行係数検証用ほだ木・子実体の採取について 

(2) 変動要因分析検証用のほだ木・子実体の調達状況

について 

(3) 分析の状況について 

(4) 取りまとめの方向について 

(5) 報告書の構成（案）について 

⑭ 

第５回 

ワーキング 

グループ 

令和６年 

５月 22 日（水）

13:30～ 

(1) 移行係数検証用ほだ木・子実体の採取について 

(2) 変動要因分析検証用のほだ木・子実体の調達状況

について 

(3) 分析の状況について 

(4) 報告書（案）について 

(5) 今後のスケジュール 

⑮ 
第３回 

検討委員会 

令和６年 

６月 12 日（水）

13:30～ 

(1) 事業の目的・経過 

(2) 移行係数検証用の子実体の採取状況 

(3) 変動要因分析検証用のほだ木・子実体の調達状況 

(4) 分析の進捗状況 

(5) 報告書（案） 

(6) 令和６年度事業計画 

令和６年度 

⑯ 
第 1 回 

検討委員会 

令和６年 

９月 13 日（金） 

15:00～ 

(1) 事業の目的・経過について 

(2) 令和 6 年度事業計画（案）について 

⑰ 

第１回 

ワーキング 

グループ 

令和６年 

11 月 21 日（木）

15:00～ 

(1) 事業の経過について 

(2) データの分析について 

⑱ 
第２回 

検討委員会 

令和７年 

３月 13 日（木） 

15:00～ 

(1) 事業の目的・経過 

(2) 移行係数検証用の子実体の採取状況 

(3) 変動要因分析検証用のほだ木・子実体の調達状況 

(4) 分析の進捗状況 

(5) 報告書（案） 

令和７年度 

⑲ 

第 1 回 

ワーキング 

グループ 

令和７年 

９月 12 日（金） 

15:00～ 

(1) 令和 6 年度までの結果 

(2) 令和 7 年度事業の林野庁仕様書 

(3) 測定項目及び測定数の変更について（案） 

(4) 令和 7 年度事業の進め方 
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 検討委員会 日程 協議事項書 

⑳ 
第１回 

検討委員会 

令和７年 

９月 26 日（金）

13:00～ 

(1) 事業の目的・経過について 

(2) 令和 7 年度事業計画（案） 

㉑ 

第２回 

ワーキング 

グループ 

令和７年 

12 月 11 日（木） 

10:00～ 

(1) 試験・分析等の進捗状況 

(2) 現在までの主な結果・論点 

(3) 報告書のとりまとめ方向（案） 

㉒ 

第３回 

ワーキング 

グループ 

令和８年 

１月 30 日（金） 

15:00～ 

(1) 試験・分析等の結果 

(2) 報告書の構成（案） 

(3) 結果と論点  

㉔ 
第２回 

検討委員会 

令和８年 

３月５日（木） 

15:00～ 

(1) 今年度の調査と結果 

(2) 報告書案 
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4．試験体調達の状況 

移行係数の検証、及び主要な変動要因の分析・検証にあたり、試検体調達の主な作業状

況を視覚的にも判りやすい状況で整理しておくことは、生産者にとっても有用であること

から、次の状況を次頁以降に掲載する。 

 

・移行係数の検証に係る原木伐採作業等 

・主要な変動要因の分析・検証に係る生産者によるほだ木試験体収集作業等 

・移行係数の再評価に係る栃木県林業センターにおける試験体採取作業 

・移行係数の再評価に係る GFO の影響検証用試験体の採取の様子 
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① 移行係数の検証に係る原木伐採作業等 

  

空間線量の測定 原木伐採 

  

伐採原木の収集 原木運搬積込み 

  

ナンバリングされた原木 現地での原木からのおが粉採取 

  

植菌された原木（栃木県林業センター） 栽培用ハウス（栃木県林業センター） 
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② 主要な変動要因の分析・検証に係る生産者によるほだ木試験体収集作業等 

  

栽培農家のほだ木（屋外） 栽培農家のほだ木（屋内） 

  

栽培農家のほだ木（屋内） 栽培農家のほだ木（屋内） 

  

ほだ木の採寸（福島県林業研究センター） ほだ木からのおが粉採取（栃木県林業センター） 

  

ほだ木からのおが粉採取（栃木県林業センター） ほだ木からのおが粉採取（栃木県林業センター） 
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③ 移行係数の再評価に係る栃木県林業センターにおける試験体採取作業 

  

調達した原木の管理（ロット別管理） 原木の検寸 

  
原木おが粉採取（おが粉生成） 原木おが粉採取 

  
原木おが粉採取（袋詰め） 原木おが粉採取（検体ごとに空気洗浄） 

  

原木の記録 原木の採寸 
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④ 移行係数の再評価に係る GFO の影響検証用試験体の採取の様子 

  

現地での積み込み作業 原木の荷下ろし 

  

北陸地方から採取した原木 原木おが粉採取 

 

  



 

97 

５．試験機関における試験環境 

試験機関における試験環境は次のとおり。 

 

表 試験機関における試験諸元 

項目 内容 

試験機関 森林総合研究所 

（〒305-8687 茨城県つくば市松の里 1） 

測定事項 

※１ 

原木、ほだ木※２ 子実体 

137Cs 133Cs K 133Cs K 

検査機器 ゲルマニウム

半導体検出器 

ICP-MS 

質量分析計 

ICP-MS 

質量分析計 

ICP-MS 

質量分析計 

ICP-MS 

質量分析計 

※１：表中３項目に併せて質重量、絶乾重量、含水率を測定し、検体ごとに記録 

※２：原木は、移行係数の検証に係る試験体 

ほだ木は、変動要因の検証に係る試験体 

 

  
ゲルマニウム（Ge）半導体検出環境 Ge 半導体検出器 

  
Ge 半導体検出器（測定中データ） 試験体例（マリネリ容器） 
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ICP-MS（質量分析計）環境 ICP-MS 

  

試験体湿式灰化器 灰化後の試験体 
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6．通達関係 

◇きのこ原木及び菌床用培地の当面の指標値の設定について（農林水産省） 
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◇放射能濃度の標本抽出方法 
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◇食品成分表の原木乾しいたけの部分（含水率の根拠として） 

 

「日本食品標準成分表（八訂）増補2023年」（文部科学省）

食　品　番　号 8013

索　引　番　号 1066

食品名 しいたけ　乾しいたけ　乾
単位 成分識別子

% REFUSE 20
kJ ENERC 1072

kcal ENERC_KCAL 258
g WATER 9.1
g PROTCAA 14.1
g PROT- 21.2
g FATNLEA -1.7

mg CHOLE 0
g FAT- 2.8
g CHOAVLM 11.8
g CHOAVL 11.2
g CHOAVLDF- 22.1
g FIB- 46.7
g POLYL
g CHOCDF- 62.5
g OA 1.9
g ASH 4.4

mg NA 14
mg K 2200
mg CA 12
mg MG 100
mg P 290
mg FE 3.2
mg ZN 2.7
mg CU 0.6
mg MN 0.96
μg ID 4
μg SE 5
μg CR 5
μg MO 3
μg RETOL 0

α－カロテン μg CARTA 0
β－カロテン μg CARTB 0
β－クリプトキサンチン μg CRYPXB 0

μg CARTBEQ 0
μg VITA_RAE 0
μg VITD 17
mg TOCPHA 0
mg TOCPHB 0
mg TOCPHG 0
mg TOCPHD 0
μg VITK 0
mg THIA 0.48
mg RIBF 1.74
mg NIA 19
mg NE 23
mg VITB6A 0.49
μg VITB12 -
μg FOL 270
mg PANTAC 8.77
μg BIOT 41
mg VITC 20
g ALC -
g NACL_EQ 0

備考

ビオチン
ビタミンC

アルコール
食塩相当量
どんこ、こうしんを含む。試料： 栽培品。廃棄部位： 柄全体

ナイアシン
ナイアシン当量
ビタミンB６
ビタミンB12
葉酸
パントテン酸

β－トコフェノール
γ－トコフェノール
δ－トコフェノール

ビタミンK
ビタミンB1
ビタミンB2

ビタミン

ビタミンA

レチノール

β－カロテン当量
レチノール活性当量

ビタミンD

ビタミンE

α－トコフェノール

銅
マンガン
ヨウ素
セレン
クロム
モリブデン

有機酸
灰分

無機質

ナトリウム
カリウム
カルシウム
マグネシウム
リン
鉄
亜鉛

コレステロール
脂質

炭水化物

利用可能
炭水化物

利用可能炭水化物（単糖当量）
利用可能炭水化物（質量計）
差引き法による利用可能炭水化物
食物繊維総量

糖アルコール
炭水化物

更新日：2021年12月28日
可

　
　

食
　

　
部

　
　

 1
0
0
　

　
g　

　
当

　
　

た
　

　
り

廃棄率

エネルギー

水　分

たんぱく質
アミノ酸組成によるたんぱく質
たんぱく質

脂質
脂肪酸のトリアシルグリセロール当量
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